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（AVD） 

Activities of Daily Living 
（Actividades de Vida Diaria） 

日常生活動作 

APC 
Agencia Presidencial de Cooperation International 
de Colombia 

コロンビア大統領府国際協力局 
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Community Based Rehabilitation 
（Rehabilitación Basada en Comunidad） 

地域に根ざしたリハビリテーショ

ン 

COP Columbia Peso コロンビアペソ 

COMITÉ 
El Comité de Rehabilitación エル・コミテ・デ・リハビリタシ

オン 

CONPES 
Consejo Nacional de Política Económica y 
Social 

国家経済社会政策審議会政策文書 

C/P Counterpart カウンターパート 
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Centro de Rehabilitación para Adultos Ciegos 成人視覚障害リハビリテーション

センター 
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Centro Regulador de Urgencias y Emergencias 
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Fondo de Solidaridad y Garantía 
（Solidarity and Security Fund） 

連帯保障基金 
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Hospital Universitario San Vicente Fundacino 
（San Vicente Foundation of Unviersity 
Hospital） 

サン・ビセンテ財団大学病院 

HUV 
Hospital Universitario del Valle 
（Valle University Hospital） 

バジェ大学病院 

ICBF 
Instituto Colombiano de Bienestar Familiar 
（Colombia Institution of Family and Welfare）

コロンビア福祉家族機構 

ICF（CIF） 

International Classification of Functioning, 
Disability and Health 
（Clasificación Internacional del 
Funcionamiento, de la discapacidad y de la 
salud） 

国際生活機能分類 

INCS 
Instituto para Niños Ciegos y Sordos del Valle 
del Cauca 

バジェ県視聴覚障害児リハビリテ

ーションセンター 

IDEAL Fundación IDEAL フンダシオン・イデアル 
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Instituciones Prestadoras de Servisios de Salud 
（Health Service Providing Institutions） 

第1次から第4次までの医療サービ

ス機関 

JCC 
Joint Coordinating Committee 
（Comité Coordinador Conjunto） 

合同調整委員会 

JOCV Japan Overseas Cooperation Volunteers 青年海外協力隊 
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Joint Steering Committee 
（Comité Directivo Conjunto） 
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評価調査結果要約表 
１．案件概要 

国名：コロンビア共和

国 
案件名：地雷被災者を中心とした障害者総合リハビリテーション体制

強化プロジェクト 

分野：社会保障 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：人間開発部

社会保障課 
協力金額：2.5 億円 

協力期間：2008 年 8
月～2012 年 8 月 
（4 年間） 
R/D 署名日：2008 年 8
月 4 日 

先方関連機関：以下 8 機関。1. 副大統領府対人地雷総合アクショ ン
大統領プログラム（Programa Presidencial para la Acción Integral contra 
Minas Antipersonal：PAICMA）、2. 保健社会保障省（Ministerio de Salud 
y Protección Social：MSPS）、3. バジェ大学病院（Hospital Universitario del 
Valle：HUV）、4. フンダシオン・イデアル（Fundación IDEAL：IDEAL）、
5. サン・ビセンテ財団大学病院（Hospital Universitario San Vicente 
Fundacino：HUSVF）、6. エル・コミテ・デ・ リハビリタシオン（El Comité 
de Rehabilitación：COMITÉ）、7. アンティオキア県保健局、8. バジェ

県保健局 

日本側協力機関：国立障害者リハビリテーションセンター 

他の関連協力スキーム：草の根・人間の安全保障無償資金協力 

１－１ 協力の背景と概要 

コロンビア共和国（以下、「コロンビア」と記す）では、40 年にわたる反政府組織コロンビ

ア革命軍（FARC）など非合法武装勢力と政府軍との国内紛争により、多くの地雷が埋設され、

一般の人々の地雷被災が頻発している。 
このようなコロンビアにおいて、障害の原因として、地雷による被災が挙げられる。 

被災者がリハビリテーションを受ける第 3 次、第 4 次レベルの病院では、理学療法士・作業

療法士といったリハビリテーション専門職の量と質は一定程度に確保されているものの、各専

門職間の協働体制、チームアプローチがとられておらず、障害者一人ひとりの日常生活活動

（Activities of Daily Living：ADL）の向上をめざした適切なリハビリテーションの実施が課題と

なっていた。 
こうした状況を踏まえ、2008 年 8 月より 4 年間で、PAICMA、MSPS*、バジェ・デル・カウ

カ県（以下、「バジェ県」と記す）保健局、アンティオキア県保健局はじめとする 8 機関を C/P
とし、地雷被災者を中心とする障害者の総合リハビリテーション体制の強化を目的としたプロ

ジェクトが開始された。 
（*2011 年 11 月省庁改編のため社会保障省が保健社会保障省となった。本要約表では、新しい

省庁名の保健社会保障省を使用する） 
 
１－２ 協力内容 

（1）上位目標 
地雷被災者を中心とした障害者への総合リハビリテーションが国家経済社会政策審議会

政策文書（Consejo Nacional de Política Económica y Social：CONPES）80 に含まれている。
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（2）プロジェクト目標  
バジェ県及びアンティオキア県において、地雷被災者を中心とした障害者のための総合

リハビリテーションの質が改善する。 
 
（3）成果 

成果 1：バジェ県とアンティオキア県〔特にバジェ大学病院、フンダシオン・イデアル、

サン・ビセンテ財団大学病院、エル・コミテ・デ・リハビリタシオンにおいて、

機能リハビリテーションに従事する専門職人材の能力が強化される。 
成果 2：対象 4 医療施設（HUV、IDEAL、HUSVF、COMITÉ）において、切断や視覚

障害のリハビリテーションのガイドが活用される。 
成果 3：対象地域におけるプロジェクト関係機関や関係者が、地雷被災者を中心とした

障害者が法律で定められたサービスにアクセスするための権利・義務・制度に

ついての知識を得る。 
成果 4：対象地域におけるプロジェクト関係機関や関係者のあいだで、地雷被災者の感

染軽減や二次障害予防のための医療施設受診前処置に関する知識が深まる。 
（*この中の 2 医療施設は、事前評価時とは異なり、施設名が変更している。本要約表では、

表記の一貫性のため、変更後の施設名を使用する） 
 
（4）投入 

1）日本側： 
専門家：長期専門家 4 名、短期専門家延べ 8 名 
本邦研修：26 名 
機材供与：1,419 万円 
現地業務費：5,233 万円（一般業務費、出張旅費、物品購入、通訳・翻訳費など） 

2）コロンビア側： 
カウンターパート人員の配置：14 名 
プロジェクト事務所と活動施設：日本人専門家執務室（HUV、HUSVF） 
ローカルコスト 847,999,007 コロンビアペソ  
（参考レート：1 コロンビアペソ＝0.04406 円） 

 

２．評価調査団の概要 

調査団員 団 長 近藤 貴之 JICA 人間開発部社会保障課 課長 
総合リハビリテーション 岩谷 力 国際医療福祉大学大学院 副大学院長 
チームリハビリテーション 飛松 好子 国立障害者リハビリテーションセンター 

研究所義肢装具技術研究部 部長 
健康増進センター長 

協力企画 桑原 知広 JICA 人間開発部社会保障課 
評価分析 青木 憲代 アイ・シー・ネット（株）コンサルタント

調査期間 2012 年 5 月 13 日～2012 年 6 月 2 日 調査種類：終了時評価 
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３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（1）成果の達成度 
各成果とも達成されている。 
成果 1 については、本プロジェクトの研修を受けた対象 4 医療施設の専門職人材は、研

修で得た知識を日常業務で活用している。 
バジェ大学病院では、ADL 評価表が最も活用されているが、その他、切断リハビリテー

ションについて習得した知識も日常業務に使われている。フンダシオン・イデアルでも、

ADL の知識が日常業務に活用されている。サン･ビセンテ財団大学病院では、最も適用さ

れているのは、ADL 評価表であり、その次に切断リハビリテーション、その次に視聴覚リ

ハビリテーションについての知識が業務に活用されている。エル・コミテ・デ・リハビリ

タシオンでも、同様 ADL の知識が使われ、その次に切断リハビリテーションと視覚障害リ

ハビリテーションの知識が活用されている。プロジェクトが対象 4 医療施設に対して実施

したアンケート調査によれば、日常業務で得た知識を使っていると回答したものは、99.6％
である。 

成果 2 については、切断患者に対するリハビリテーションガイドがバジェ大学病院によ

り作成され、サン･ビセンテ財団大学病院は、視覚障害リハビリテーションガイド（全盲・

弱視）の 2 つのガイドを作成した。対象 4 医療施設とも、切断リハビリテーションガイド

を診療に活用しており、視覚障害リハビリテーションガイドは、バジェ大学病院とサン･

ビセンテ財団大学病院で診療に活用されている。 
成果 3 については、保健社会保障省と長期専門家とにより、教材づくりを進め、普及用

の成果品（テキスト、紙芝居形）などが作成された。カウンターパート（Counterpart：C/P）
であるフンダシオン・イデアルとエル・コミテ・デ・リハビリタシオン（日本の社会福祉

法人にあたる）は、対象地域において障害者の権利・義務に関する研修を、カスケード形

式で行った。研修後のアンケート調査の結果によれば、バジェ県における研修受講生の

98％、アンティオキア県受講生の 82.5％が、地雷被災者を中心とした障害者が法律で定め

られたサービスにアクセスするための権利・義務・制度に関する知識が向上したと回答し

ている。 
成果 4 については、医療施設受診前処置にかかわる研修が、各県の予算で行われた。研

修実施は、アンティオキア県では、コミュニティにおける医療活動に精通したアンティオ

キア県大学に外部委託され、バジェ県では、緊急医療に通じた民間専門機関（RELIEF）に

委託された。普及にかかわる研修は、看護師、看護助手、地方行政の公衆衛生担当者、コ

ミュニティのリーダーと青年リーダー、義勇消防団、地域保健師、災害予防局関係者など

に対して実施された。この研修のガイドとなった医療施設受診前処置基本手順ガイドは、

医療施設の緊急医療関係者や地域レベルで普及にあたる普及員などから、これまでにはな

かった分かりやすいガイドとして評価されている。研修後のアンケートの結果から、研修

受講者のうち、79.35％が地雷被災者のための医療施設受診前処置に関する知識が向上した

と回答している。 
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（2）プロジェクト目標の達成度 
達成されている。 
対象 4 医療施設の専門職人材は、リハビリテーションの職種間で共通の言語を持ち、チ

ームとして患者に対する診療方針を決め、リハビリテーション診療にあたるようになった。

患者の意思を尊重し、目標を明確にし、診療方針を決めるようになり、患者にとっても、

リハビリテーションのプロセスが明確になり、治療に対する姿勢も変化した。地雷被災に

遭った場合の応急処置、救援ルート、医療施設での治療、その後の社会生活への復帰まで

の一貫したリハビリテーションが活動に含まれており、総合リハビリテーションの質は改

善されたと言える。 
対象 4 医療施設は、他の医療施設や専門職人材に対して、研修などを通して、総合リハ

ビリテーションについて身に付けた知識の普及活動を実施している。その他、プロジェク

トが対象 4 医療施設に対して実施したアンケート調査によれば、患者の 97.4％が受けた医

療サービスに対して、満足していると回答している。指標 3 についても、障害者の権利と

義務にかかわる研修を受講した人が現在も普及活動を行っていると回答した比率は、バジ

ェ県で 66.96％、アンティオキア県で 76.74％であった。指標 4 についても、医療施設の受

診前処置に関する研修参加者のうち、普及していると回答したものは、バジェ県で 85％、

アンティオキア県で 58％である。これらはプロジェクト目標に対してプロジェクト・デザ

イン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）に設定された指標目標であり、これら

の指標も達成されている。 
 
３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性：高い 
終了時評価の時点においても、コロンビア政府の地雷被災者にかかわるリハビリテーシ

ョン政策と被災者支援政策と障害政策とに整合している。具体的には、コロンビアにおけ

る上位政策である国連障害者権利条約、現在の障害政策である CONPES80、国家開発計画

におけるリハビリテーションにかかわる政策についての言及、被災者法に合致し、日本の

対コロンビア共和国国別援助実施方針とも整合している。 
対象地域や裨益者のニーズにも適合し、対象 4 医療施設に対して、総合リハビリテーシ

ョンの具体的な指導がなされた。普及活動の協力手法は、手段としても適切である。日本

の同分野の援助経験の蓄積の観点からも、支援の優位性が高く、妥当性が高い。 
 

（2）有効性：高い 
本プロジェクトでは、成果がほぼ達成されており、プロジェクト目標の「対象地域にお

ける地雷被災者を中心とした障害者のための総合リハビリテーションの質の改善」に寄与

していることから、本プロジェクトの有効性は高い。 
プロジェクト目標と成果の設定の関係性の観点では、成果 1 と成果 2 は、総合リハビリ

テーションの質の改善という点においてプロジェクト目標と直接関係している。成果 3 で

は、医療サービスへのアクセスについての地雷被災者を含む障害者の権利と義務の知識を

向上させることで、被災者が医療サービスを利用し、被災者が望む生き方をめざしてリハ

ビリテーションを進める活動が設定され、リハビリテーション医療後の社会参加を支援す
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ることを目的としている。成果 4 の活動は、地雷被災者の感染や二次障害防止のための知

識と技能の普及を行うことにより、損傷の程度を最低限にとどめ、その後のリハビリテー

ションプロセスを円滑に進めることに寄与するものであり、総合リハビリテーションの質

の向上に寄与している。 
このように、4 つの各成果の発現が総合リハビリテーションの質の改善というプロジェ

クト目標の達成に寄与していると考察される。 
 

（3）効率性：高い 
投入された内容、量、質、期間と、達成された成果から判断して、全般的に効率性は高

い。 
日本側とコロンビア側からの投入は、必要とされる時期になされた。専門家の派遣に関

し、チーフアドバイザーは中盤の 2 年間に成果 1 と成果 2 の活動の基盤を醸成し、その後

短期専門家派遣という形で活動がフォローされた。 
C/P 機関が本邦研修などで使用したモジュールや教材などをもとに、リハビリテーショ

ン研修教材を作成し、他の機関や専門職人材へ普及した。権利・義務の啓発教材づくり（成

果 3）は、現地の優れた人材を登用し教材が作られた。医療施設受診前処置に関する研修

（成果 4）も、既存の業務実施能力の高い外部機関に委託し、地元の情報に詳しい専門機

関を活用した。このようにローカルのリソースをフルに活用し、普及にはカスケード方式

の研修を採用したことはプロジェクト全体の効率性を高めた。 
 

（4）インパクト：高い 
上位目標達成の見込みも高く、本プロジェクトによる波及効果も多領域にわたり各レベ

ルで発現しており、インパクトは高い。 
＜上位目標の見込み＞ 

終了時評価時点において、中央レベルの全国障害委員会システム*の中に CONPES の作

業部会があり、保健社会保障省社会促進室が中心となり、閣僚レベル審議会の承認を得る

ために、PAICMA も参加して草案づくりを進めている。新しい CONPES に地雷被災者のた

めの総合リハビリテーションについて記載される見込みは高い。 
（*中央、県、地方行政の各レベルで関連機関の代表者参加による審議会または委員会を設

けて、障害政策の策定、実施、モニタリングを行うという一連の制度） 
＜その他の波及効果＞ 

インパクトとして、C/P の高いオーナーシップとコミットメントにより、相手国政府の

予算で、対象普及地域が拡大し、必要とされる活動が追加され実施された。地雷被災者を

中心とした障害者の権利と義務の啓発活動を通して、障害当事者の活動が活発化し、地方

行政の障害政策への働きかけが始まった。地域のレベルにおいて、地雷を中心とする障害

者に対する理解が深まり、障害当事者の権利や義務について、コミュニティの人々が啓発

され、障害者に対する意識が変化した。 
 

（5）持続性：やや高い 
政策面での持続性は高いものの、制度・組織面、財政面で持続的活動の展開のためには
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課題があり、政策、制度・組織、財政、技術の側面を総合的に判断すると持続性はやや高

い。 
 
３－３ 効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関すること 
適切な運営指導による PDM 改訂が行われ、指標も具体的になり、焦点が絞れるように

なったことは、各機関の役割や責任も明確になり、効果発現に大きく寄与した。先行して

草の根･人間の安全保障無償資金協力により医療機器がバジェ大学病院とサン・ビセンテ財

団大学病院に投入されたことは、両機関のプロジェクトの関与のきっかけとなった。 
 
（2）実施プロセスに関すること 

関係者の強いコミットメント、高いオーナーシップが効率性を高めた要因である。日本

の協力機関である国立障害者リハビリテーションセンターの協力を得て、本邦研修が行わ

れ、プロジェクトの活動と進捗に合わせた効果的な投入ができ、研修生が帰国後、学んだ

ことを活かして普及の諸活動をしたことが、効果発現に大きく寄与している。カスケード

方式研修が採用されたことも効果を生み出した要因である。さらに現地のリソースをフル

に活用したことが、それぞれの良い成果品を作り上げることに貢献した。 
 
３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容に関すること 
本プロジェクトの対象地域は、2 県にまたがり、対象医療施設も公立病院、私立病院、

NGO と組織の立場や属性やプロジェクトとのかかわり方や関与の度合いも異なった。この

ため、活動の進捗や意思決定のために時間を要することがあった。特に、プロジェクトの

前半では、このために議論や対立などに効率性の観点から課題があった。 
 
（2）実施プロセスに関すること 

対象医療施設は、リハビリテーション施設の規模も診療内容も異なることから、統一し

た成果品の作成に困難が伴う場面があった。また、統一したリハビリテーションガイドの

作成のために時間を要した。 
 
３－５ 結論 

コロンビア側と日本側双方の努力により、成果とプロジェクト目標は達成されている。 
協力内容は、現場のニーズ、コロンビアの障害政策、地雷被災者関連政策、日本の援助政策

に合致しているため妥当性が高く、プロジェクト目標と成果がほぼ達成されていることから有

効性も高い。本邦研修が効果的に実施されたことやカウンターパートが主体的に関与したこと

が影響して、効率性は投入規模と成果の達成度の観点からみても高い。上位目標達成の見込み

も高く、プロジェクトの波及効果の発現は、地方レベルの障害関連政策、地域の人々や障害当

事者の意識の変化に及んでおり、インパクトは大きい。 
プロジェクト実施機関が 8 機関にわたる中でもこのように多くの成果が発現されたのは、コ

ロンビア側のプロジェクトに対する高いコミットメントとオーナーシップによるところが大き
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い。 
総合リハビリテーションに関する戦略が具体的に政策化され、活動を促進する体制が制度面

と財政面からさらに強化されれば、持続性はより高いものとなることが期待できる。 
 
３－６ 提言 

（1）総合リハビリテーションを定着させるためには、総合リハビリテーションに関連する診

療項目がすべて診療報酬規程（Plan Obligatorio de Salud：POS）の対象に含まれることが

まず望まれる。次に、総合リハビリテーションモデルを全国的に導入することが必要で

ある。これらの点について、継続的に政府に働きかけていくことが肝要である。 
（2）対象 4 医療施設におけるリハビリテーションサービスにかかわるデータベース化の推

進、エビデンス（実証的根拠）の蓄積、研究活動と実践の体系化が必要とされる。 
（3）リハビリテーション専門職育成のカリキュラムの中に、総合リハビリテーションの理念

を組み入れることが肝要である。 
（4）子どものリハビリテーションのための ADL 評価表の導入は、本プロジェクトの活動対

象にはなっていなかったものの、今後、子どものための ADL 評価表の導入が望まれる。

（5）総合リハビリテーションを確立し推進するためには、本プロジェクトで関係してきた各

機関の連携が重要となる。 
（6）今後の活動を継続するためには、関係機関によるモニタリング体制が継続され、強化さ

れることが必要である。 
（7）国家障害政策にかかわる次期 CONPES には、地雷被災者を含む障害者に対する総合リハ

ビリテーションに関する記述を盛り込むことが望まれる。 
 
３－７ 教訓 

C/P 機関の高いオーナーシップの醸成のためには、実践者を牽引するというよりも、その自

主性を引き出し、実践者の主体性を尊重することが大切である。問題があると思われるときに

はその原因、背景を実践する側とともに考え解決するということが肝要である。 
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評価調査結果要約表（英文） 
1.  Outline of the Project  

Country: Republic of Colombia Project Title: Project for Strengthening the Integral 
Rehabilitation System for Persons with Disabilities, 
Especially for Victims of Landmines 

Sector: Social Security Cooperation Scheme: Technical cooperation 
Division in Charge: Social Security 
Section, Human Development 
Department 

Total Cost: 250 million yen 

Period of Cooperation:  
August 2008 – August 2012 
 (R/D signage): August 4, 2008 

Partner Country’s Implementation Organizations: 
Programa Presidencial para la Acción Integral contra Minas 
Antipersonal (PAICMA); Ministerio de Salud y Protección 
Social (MSPS); Hospital Universitario del Valle (HUV); 
Fundación IDEAL (IDEAL); Hospital Universitario San 
Vicente Fundacino (HUSVF); El Comité de Rehabilitación 
(COMITE) Department of Health of Valle Prefecture; 
Department of Health of Antioquia Prefecture  
Supporting Organization in Japan：National Rehabilitation 
Center for Persons with Disabilities 
Related Cooperation Scheme: Grant Assistance for 
Grass-Roots Human Security Project 

1-1 Background of the Project 
Colombia has been strewn with many landmines over four decades of civil war between illegal armed 
entities such as an anti-government insurgent group called Fuerzas Armadas Revolucionarias de 
Colombia (FARC: “Revolutionary Armed Forces of Colombia”), and the government forces. Ordinary 
people are frequently victimized by landmines. 
Under such circumstances, a major cause of disabilities is landmines. Although the third-level and 
fourth-level hospitals, where the landmine victims undergo rehabilitation, have rehabilitation personnel 
of a certain level of quality and quantity such as physiotherapist and occupational therapist, no team 
approach among the rehabilitation personnel has been adopted. The implementation of adequate 
rehabilitation is required for improvement of Activities of Daily Living (ADL) for persons with 
disabilities. 
Based on the above, eight C/P organizations including Programa Presidencial para la Acción Integral 
contra Minas Antipersonal (PAICMA: “Presidential Program for Mine Action”), the Ministry of Health 
and Social Protection*, the Health Department of Valle del Cauca Prefecture (hereinafter Valle 
Prefecture) and the Health Department of Antioquia Prefecture and four medical organizations, started 
the Project for Strengthening the Integral Rehabilitation System for Persons with Disabilities, 
Especially for Victims of Landmines (hereinafter the “Project”), in August 2008. The project duration is 
four years and is due to end in August 2012.   
(*The government structure changed in November 2011. The Ministry of Social Protection was changed 
into the Ministry of Health and Social Protection. This summary uses the new name.) 
1-2 Project Overview 

(1) Overall Goal  
Integrated rehabilitation for persons with disabilities, especially for victims of landmines, is included in 
the CONPES (Consejo Nacional de Política Económica y Social) No. 80, that is, National 
Socio-Economic Policy Deliberation Council Document. 
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(2) Project Purpose 
The quality of integrated rehabilitation for persons with disabilities, especially landmine victims, in 
Valle and Antioquia Prefectures is improved.  

(3) Output 
Output 1: The capacity of professionals for functional rehabilitation at HUV, IDEAL, HUSVF, 
COMITE in Valle and Antioquia Prefectures is strengthened.  
Output 2: In the four target medical facilities (HUV, IDEAL, HUSVF, COMITE), the guides on 
amputation rehabilitation and visual impairment rehabilitation are utilized.  
Output 3: The Project-related organizations and people in the target areas learn the rights, 
responsibilities, institutions for persons with disabilities, especially landmine victims, in order to have 
access to the services that have been stipulated in the laws and regulations.  
Output 4: The Project-related organizations* and people in the target areas deepen their knowledge on 
emergency treatment for victims of landmines before treatment in a medical facility in order to prevent 
infection and secondary disability. 
(*Two among these organizations had their names changed. This summary uses the new names.) 
 
(4) Input  

1) Japanese Side 
Expert: Long-Term Experts 4 persons / Short Term Experts 8 persons (gross total) 
Training in Japan:        26 persons 
Equipment:              14.19 million yen 
Local Operation Expenses: 52.33 million yen 

 
2) Colombian Side 

C/P allocation: 14 persons 
Facility / equipment      : Office for Japanese Experts (HUV, HUSVF) 
Local Operation Expenses :847,999,007 Colombia Peso 

2. Evaluation Team 

Members Title Name Position / Organization 
Team Leader 
 

Takayuki 
KONDO 

Director, Social Security Division, Human 
Development Department, JICA 

Integrated 
Rehabilitation 

Tsutomu 
IWAYA 

International University of Health and Welfare 
Graduate School 

Team 
Rehabilitation 

Yoshiko  
TOBIMATSU 

Director of Prosthetics and Orthotics department 
/ Director of the Health Promotion Centre, 
National Rehabilitation Center for Persons with 
Disabilities 

Cooperation and 
Planning 

Tomohiro  
KUWABARA 

Staff officer, Social Security Section, Human 
Development Department, JICA 

Evaluation / 
Analysis 

Noriyo AOKI Consultant, IC Net Limited 

Period of 
Evaluation 

May 13, 2012 –

June 2, 2012 
Type of Evaluation: 
Terminal Evaluation 
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3. Results of Evaluation 

3-1 Confirmation of Results 
 3-1-1Achievement of Outputs 
Each of the Outputs has been achieved.  
In relation to the Output 1, professional staff members of the four target medical facilities utilize at 
work the knowledge that they had acquired in the training.  
HUV often utilizes the ADL evaluation form. It also uses knowledge on amputation rehabilitation on a 
daily basis. IDEAL also utilizes knowledge of ADL regularly. HUSVF uses the ADL evaluation form 
most frequently, and then knowledge of amputation rehabilitation and visual impairment rehabilitation. 
The situation at COMITE is essentially similar to that at HUSVF. The questionnaire survey on the four 
target medical facilities shows that 99.6% of the professional staff members use on a day-to-day basis 
the knowledge that they acquired in the training. 
Regarding the Output 2, HUV formulated an amputation rehabilitation guide. HUSVF made visual 
impairment rehabilitation guides for the totally blind and those with low vision. All the four target 
medical facilities use the amputation rehabilitation guide, and HUV and HUSVF use the visual 
impairment rehabilitation guides.  
As regards the Output 3, the MSPS and a Long-Term Expert formulated teaching materials for 
dissemination such as textbook and picture-card show. IDEAL and COMITE, the two NGOs that are 
C/Ps to the Project, conducted training on the rights and responsibilities of persons with disabilities in 
the target areas by the cascade method. In the questionnaire survey after the training, 98% of the 
participants in Valle Prefecture and 82.5% in Antioquia Prefecture answered that they had acquired 
knowledge on rights, responsibilities and institutions in relation to the services stipulated by laws or 
regulations for persons with disabilities, especially victims of landmines. 
In relation to the Output 4, training on emergency treatment before treatment at a medical facility has 
been conducted by prefectural budget in each target prefecture. The Antioquia Prefecture health 
department outsourced the implementation of training to Antioquia University; the Valle Prefecture 
health department, to a private professional organization called RELIEF. Antioquia University is 
familiar with medical activities in communities. RELIEF specializes in emergency medical service. The 
training on dissemination of emergency treatment prior to treatment at a medical facility has been 
implemented for participants such as nurses, assistant nurses, regional health nurses, stakeholders on 
transport in local areas, those responsible for public health in local government, community leaders, 
volunteer firefighters, community youth leaders, and people in charge of the disaster prevention section 
of local government. Emergency medical personnel and those responsible for dissemination at the local 
level gave high marks to the Guide for Basic Protocol for Emergency Treatment before Visiting a 
Medical Facility, this has been used as textbook in the training, as easily understandable. In the 
questionnaire survey after the training, 79.3% of the participants responded that they had acquired 
knowledge on the emergency treatment before treatment at a medical facility for persons with 
disabilities, especially landmine victims.  
 
3-1-2 Achievement of the Project Purpose 
The Project Purpose has been achieved.  
The professional personnel of the four target medical facilities have a common language among them, 
set policies on treatment to patients, and undertake rehabilitation as a team. The policies on treatment 
have been set in a way that respects what the patients want. The goals of treatment have been clearly 
set, and the rehabilitation process has been made easily understandable for patients. Moreover, the 
patients’ attitude toward the treatment has changed for the better.   
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The activities of the Project cover the rehabilitation process from emergency treatment in case of injury 
by landmines, route for assistance, treatment at a medical facility, and patients’ reintegration into 
society. Therefore, it is fair to say that the quality of integrated rehabilitation has been improved.  
The four target medical facilities disseminate to other medical facilities the knowledge on integrated 
rehabilitation which has been acquired through training. In addition, according to the questionnaire 
survey for the four target medical facilities, 97.4% of the patients were satisfied with the medical 
services they received. 
In relation to the Output 3, among the participants in the training on the rights and responsibilities of 
persons with disabilities, 66.96% of the participants in Valle Prefecture and 76.74% of them in 
Antioquia Prefecture still disseminate what they learned in the training. Regarding the Output 4, among 
the participants in the training on emergency treatment before treatment at a medical facility, 85% of 
them in Valle Prefecture and 58% in Antioquia Prefecture continue to disseminate the knowledge that 
they acquired in the training.  
Thus the indicators set in the PDM have been achieved.   
 
3-2 Summary of Evaluation Results 
(1) Relevance 
At the time of the Terminal Evaluation, the Project is relevant to the Colombian government’s policies 
on rehabilitation of and support to landmine victims as well as persons with disabilities. More 
concretely, the Project is consistent with the United Nations Convention on the Rights of Persons with 
Disabilities, CONPES No.80 which is the present disability policy, the National Development Plan 
which has remarks on rehabilitation, and the Law on Victims. The Project also matches Japan’s ODA 
Country Assistance Policy for Colombia.  
The Project meets the needs of the target areas and beneficiaries, and provides guidance on integrated 
rehabilitation to the four target medical facilities in a concrete fashion. 
The cooperation method of dissemination activities is appropriate as a means of project implementation. 
Given the accumulation of Japan’s experiences in assistance to the same areas, the Project has a 
competitive advantage. Therefore, the Project has high relevance.  
 (2)  Effectiveness 
The effectiveness of the Project is high. The Project has mostly achieved the Outputs, contributing to 
the achievement of the Project Purpose of “The quality of integrated rehabilitation of persons with 
disabilities, especially landmine victims, in Valle and Antioquia Prefectures is improved.” 
Regarding the effectiveness of the way in which the Project Purpose and the Outputs were set, the 
Output 1 and the Output 2 are directly related to the Project Purpose in terms of improvement of the 
quality of integrated rehabilitation. The Output 3 is meant to improve the knowledge of persons with 
disabilities, including landmine victims, on their rights and responsibilities including access to medical 
services, so that they can use the services, be rehabilitated toward a way of life that they desire, and get 
back into society after rehabilitation. 
The activities of the Output 4 help improve the quality of integrated rehabilitation by disseminating the 
knowledge and skills to prevent infection and secondary disability of landmine victims, and minimize 
the extent of the injury, thereby making the subsequent rehabilitation process smooth.  
Therefore, the four Outputs contribute to achieving the Project Purpose of improving the quality of 
integrated rehabilitation.  
(3) Efficiency 
The efficiency of the Project is high owing to the content, amount, quality, and duration of the inputs, as 
well as the achieved Outputs. 
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The inputs by the Japanese and Colombian sides have been made in a timely manner. The experts were 
dispatched efficiently. The Chief Advisor was dispatched for two years in the middle period of the 
Project to build the foundation of the Outputs 1 and 2. Then the Short-Time Experts were dispatched. 
The C/P organizations formulated teaching materials on rehabilitation based on the module and the 
textbook that were used in the training in Japan, and disseminated the materials to other organizations 
and relevant professionals.  
The materials for raising awareness on rights and responsibilities were made by utilizing capable local 
human resources. The training on treatment before visiting medical facilities was delegated to external 
organizations that were knowledgeable about characteristics of the target areas. Thus, fully utilizing 
local resources and the cascade method for dissemination made the efficiency of the Project high.  
(4) Impact 
The impact of the Project is high. The Overall Goal is highly likely to be achieved. Furthermore, the 
ripple effects of the Project in various areas and levels are evident. 
 
<Possibility of Achievement of the Overall Goal> 
At present, there is a CONPES working group in the National System on Disabilities Committees* at 
the central level. In the working group, the Social Protection Section of the MSPS takes the lead in 
preparing a draft new CONPES, and trying to have it approved by the cabinet-level deliberation 
committee. PAICMA is taking part in this undertaking. A new CONPES is highly likely to refer to 
integrated rehabilitation for landmine victims. 
(*A system of formulating, implementing, and monitoring policies on disabilities through a deliberation 
council or committee on disabilities at the central, prefecture, and local levels in which representatives 
of relevant organizations take part).  
<Other Ripple Effects > 
The target areas have been expanded by the Colombian government budget as well as the C/Ps’ high 
ownership and commitment. Required activities have also been added and implemented. The 
dissemination for rights and responsibilities of persons with disabilities has invigorated organizations 
run by such persons. The organizations have begun lobbying for effective disability policy at the local 
administration level. Moreover, understanding towards persons with disabilities including landmine 
victims has been enhanced at the local level. Community residents have become more aware of persons 
with disabilities as well as the rights and responsibilities of such persons.   
 
(5) Sustainability 
Whereas the Project’s sustainability in terms of policy is high, institutional, organizational, and 
financial sustainability face issues to address. Judged comprehensively from the policy, 
institutional/organizational, financial, and technical aspects, the sustainability is less high. 
 
3-3 Factors That Contributed to the Effects of the Project 
(1) Factors Related to Planning  
The revision of the Project Design Matrix (PDM) through appropriate management guidance was a 
major contributing factor to the effects of the Project. The revision made the indicators more concrete, 
the activities more focused, and each organization’s roles and responsibilities clearer. 
HUV and HUSVF joined the Project because they had received Japan’s Grant Assistance for 
Grass-Roots Human Security for upgrading their facilities prior to the Project. 
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(2) Factors Related to the Implementation Process 
The major factors that have enhanced the efficiency of the Project are the strong commitment and high 
degree of ownership of the stakeholders. The cooperation of the National Rehabilitation Center for 
Persons with Disabilities, the Project’s partner organization in Japan, made the training in Japan 
possible. The training enabled the Project to have effective inputs that suited the progress of its 
activities. Furthermore, after going back to Colombia, the Colombian trainees disseminated what they 
had learned in Japan, contributing greatly to the effects of the Project. The training by the cascade 
method also helped to make the Project effective. Finally, utilizing local resources to the maximum 
possible extent contributed to good outputs in each activity.  
 
3-4 Problems and Factors That Caused Them 
(1) Factors Related to Planning 
The project target areas cover two prefectures and the target medical facilities include public hospitals, 
private hospitals, and NGOs. Thus the attributes, the relationship with the Project, and the extent of 
involvement in the Project differed by organization. It took many discussions and much time among the 
parties above to ascertain the progress of the activities and make decisions, especially in the early 
period of the Project. 
(2) Factors Related to the Implementation Process  
The size of the rehabilitation facility and the content of treatment varied among the target medical 
facilities, and it was difficult to have them produce uniform outputs. It was especially time consuming 
to produce a uniform guide.   
 
3-5 Conclusion  
The Outputs and the Project Purpose have been achieved owing to the efforts of the Colombian and 
Japanese sides. 
The relevance of the Project is high. The content of the Project’s cooperation meets the needs of the 
target areas and is line with the Colombian policies on disabilities and landmine victims as well as 
Japan’s assistance policy toward Colombia. 
The effectiveness of the Project is also high because the Project Purpose and the Outputs have been 
mostly achieved.  
The efficiency of the Project is high. The training in Japan had been effectively implemented, and the 
C/Ps took initiative in the Project, both of which made the Project efficient in terms of the size of the 
inputs and the extent of achievement of the Outputs. 
The impact of the Project is high because the Overall Goal is highly likely to be achieved and the ripple 
effects of the Project are evident in disability policies at the local level, change in people’s awareness 
towards persons with disabilities, as well as attitudes of persons with disabilities themselves. 
Such high level of achievement in spite of the presence of many C/P s is mainly because of the high 
ownership and commitment of the Colombian side.  
The Project’s sustainability will be more secure if a strategy on integrated rehabilitation is implemented 
as a concrete policy and the system to promote the project activities is strengthened in the institutional 
and financial aspects. 
 
3-6 Recommendations 

(1) To make integrated rehabilitation well established, the regulations of medical service 
remuneration (Plan Obligatorio de Salud: POS) must cover all the treatment items of integrated 
rehabilitation. Then the integrated rehabilitation model must be introduced nationwide. The 
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stakeholders of the Project need to push the Colombian government to implement the actions 
above.  

(2) At the four target medical facilities, it is necessary to set up a database on rehabilitation services, 
accumulate evidence on treatment and rehabilitation of persons with disabilities, and systematize 
research activities and practices. 

(3) It is essential to incorporate the concept of integrated rehabilitation in the curricula of educational 
institutions that nurture rehabilitation professionals. 

(4) The ADL evaluation form for children is needed in the near future although it was not part of the 
scope of the Project. 

(5) Cooperation among the stakeholders of the Project is a key to establish and promote integrated 
rehabilitation. 

(6) Relevant organizations must maintain and strengthen the monitoring system on the project 
activities in order to continue them. 

(7) The next CONPES on the national disability policy must incorporate descriptions on integrated 
rehabilitation for persons with disabilities, especially landmines victims. 

 
3-7 Lessons Learned 
In order to nurture a high level of ownership in C/P organizations, it is essential to encourage them to be 
independent and take initiative rather than lead them. If there is any problem, the Japanese side must 
look into its cause and background together with the C/P organizations. 
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第１章 終了時評価の内容 
 
１－１ プロジェクトの経過と調査団派遣目的 

コロンビア共和国（以下、「コロンビア」と記す）では、2005年の国勢調査によると全人口4,209
万人の6.3％にあたる265万人が障害者であるとされている。社会保障省が障害者支援の政策担当

省として、関連機関やその他の省庁との調整を行っており、関連法律が定められているものの、

実際には十分な社会保障や医療保障を受けられないケースが多い。 
また、障害者へのリハビリテーション医療（以下、「リハ医療」と記す）は、第3次レベルの病

院の一部と最高次レベルの病院のリハビリテーション科（以下、「リハ科」と記す）で行われて

いるが、多くの障害者は農村部に居住しているため、通院などが困難な状況にある。さらに、支

援体制の未整備、自治体や医療施設スタッフの能力不足、医療施設間のネットワークが機能して

いない、リハ医療に関する理解不足などが原因となり、障害者が適切な医療、支援サービスを受

けられず、自立した生活や、就労・社会参加が困難となっている。 
一方、対人地雷はコロンビアにおいて障害の原因となっている。これは国内の違法武装グルー

プが戦争の戦略として対人地雷を使用しているためである。2005年のコロンビアの対人地雷・不

発弾による被害者数は1,181人と、カンボジア・アフガニスタンを抜いて世界一であった。その後

2009年には地雷被災者数は747人に減少したが、この数値はアフガニスタンに次いで世界で2番目

である。 
1990年から2012年4月30日の間に対人地雷被害者として、9,844人が記録されている。このうち

38％（3,715人）が民間人、62％（6,129人）が軍・警察関係者である。2012年の1月から4月の間

に185人の犠牲者があり、このうち44％（81人）が民間人で56％（104人）が軍・警察である。 
オタワ条約に署名以降、政府は貯蔵地雷の破壊と埋没地雷の除去を開始したものの、被害者の

数は依然として多く、地雷被災者を含む障害者のリハ体制の強化が喫緊の課題となっている。 
かかる状況下、コロンビア政府からの要請に基づき、地雷被災者を中心とした障害者に提供さ

れる総合リハビリテーションサービス提供体制の質の改善を目的とした本技術協力プロジェク

トが、2008年8月より開始された。対象地域には、①地雷被災者数が最も多いアンティオキア県、

②地雷被災者数は少ないものの、コロンビア南西部における唯一の第3次レベルの病院としてリ

ハ医療の拠点になりうるHUVが所在するバジェ・デル・カウカ県（以下バジェ県）の2県が選定

された。 
2010年11月に実施された中間レビュー調査では、プロジェクトの活動をより客観的に評価する

ため、指標を整理・明確化することを目的に、PDM及び活動計画（Plan of Operations：PO）が改

訂された。現在は、この改訂に基づいてPDM Version 2（付属資料1．PDM2）に従った活動を展開

している。 
今般、プロジェクト終了にあたり、上記のPDM 変更を踏まえつつ、プロジェクトの実績及び

成果達成状況について確認し、評価5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の

観点からプロジェクトの最終的な評価を行うことを目的として、終了時評価調査が実施された。 
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１－２ 調査団の構成 

担  当 氏 名 所  属 

団長 近藤 貴之 JICA 人間開発部社会保障課 課長 

総合リハビリテーション 岩谷 力 国際医療福祉大学大学院 副大学院長 

チームリハビリテーション 飛松 好子 
国立障害者リハビリテーションセンター 
健康増進センター長 

協力企画 桑原 知広 JICA 人間開発部社会保障課 

評価分析 青木 憲代 アイ・シー・ネット株式会社 コンサルタント 

 
１－３ 調査日程 

調査期間：2012年5月13日～5月31日 
 調 査 内 容 

1 5/13 日 評価分析団員コロンビア着 
2 
 
 

5/14 
 
 

月 JICAコロンビア支所打合せ 
プロジェクト専門家との打合せ、インタビュー 
MSPS 局長・担当者インタビュー 

3 
 

5/15 
 

火 PAICMA 局長・担当者インタビュー 
カリへ移動 

4 
 

5/16 
 

水 フンダシオン・イデアル 
ダイレクター・担当者・成果3プロモーター・協力隊員インタビュー、施設視

察 
5 5/17 木 バジェ大学病院 ダイレクター・担当者インタビュー、施設視察 
6 
 

5/18 
 

金 バジェ県保健局緊急医療センター（Centro Regulador de Urgencias y Emergencias 
en Salud：CRUE）担当者インタビュー 
RELIEF（成果4研修委託機関）・成果4プロモーターインタビュー 

7 5/19 土 資料整理 
8 5/20 日 資料整理 
9 5/21 月 評価分析団員 ボゴタ移動 

総括・協力企画団員 ボゴタ着 
10 

 
 

5/22 
 
 

火 JICAコロンビア支所打合せ 
大統領府国際協力局（Agencia Presidencial de Cooperation International de 
Colombia：APC）、PAICMA、MSPS表敬・協議 
総合リハビリテーション・チームリハビリテーション団員 ボゴタ着 

11 
 
 

5/23 
 
 

水 全団員 メデジン移動 
アンティオキア県保健局 局長・担当者インタビュー 
アンティオキア大学（成果4研修委託機関）・成果4プロモーターインタビュー

12 
 

5/24 
 

木 エル・コミテ・デ・リハビリタシオン 
ダイレクター・担当者・成果3プロモーター・協力隊員インタビュー、施設視

察 
13 5/25 金 サン・ビセンテ財団大学病院 院長・担当者インタビュー、施設視察 
14 5/26 土 全団員 カリ移動 
15 5/27 日 団内打合せ：ミニッツ内容 
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16 
 
 

5/28 
 
 

月 バジェC/Pチームとの協議 
全団員 ボゴタ移動 
チームリハビリテーション団員 帰国 

17 
 
 

5/29 
 
 

火 JICAコロンビア支所打合せ 
ミニッツ協議：評価結果報告、内容確認 
総合リハビリテーション団員 帰国 

18 5/30 水 ミニッツ協議 
19 

 
 

5/31 
 
 

木 合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）開催 
在コロンビア日本国大使館・JICAコロンビア支所報告 
コロンビア発 

 
１－４ 主要面談者一覧 

【コロンビア側】 
・ボゴタ特別市 

a）PAICMA： 
Daniel Avila ダイレクター 
Soraida Delgado Sierra アドバイザー 
Maria Angelica Serrato 地雷被災者支援コーディネーター 

b）MSPS： 
Susanna Helfer Vogel ダイレクター 
Rocio Gutierrez テクニカルアドバイザー 
Josué Lucio Robles Olarte テクニカルアドバイザー 
Yenny Maritza Alvarado アシスタントテクニカルアドバイザー 
Clemencia Nieto テクニカルアドバイザー 

c）APC（大統領府国際協力局）： 
María Peña Sarmiento アドバイザー（日本担当） 
Juan Carlos Bernal 援助調整アドバイザー（PAICMA担当） 

 
・バジェ県 

a）バジェ県保健局： 
Mercedes Paredes B 救急医療センターコーディネーター 
Álvaro José Morales Vela 救急医療センター 

b）RELIEF： 
Oscar Echeverry RELIEF代表 

c）HUV： 
María Lucero Urriagao Cerquera 院長 
Belkys Angulo 物理療法・リハビリ科副部長 
Lina María Osorio Vergara 理学療法士 
Olga Marina Hernández 理学療法士/コーディネーター 
María Isabel Pavaz 理学療法士 
Ricardo Vanegas リハビリテーション医 
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Nestor Orlando Alzate リハビリテーション医 
d）IDEAL 

Rodolfo Millan Muñoz ダイレクター 
Leonor Elena Sierra Bernal 言語聴覚士 
Alicia Mery Castro Quintero ソーシャルワーカー 

 
・アンティオキア県 

a）アンティオキア県保健局： 
Luz Maria Agudelo 保健局長 
Zulma del Tabares 副保健局長 
Natalia Montoya プロジェクト担当 

b）フンダシオン・アミーゴコンカロールウマノ（NGO）： 
Alter Dixon Gómez Londoño 広報アドバイザー 

c）アンティオキア大学： 
Clara Múnera Betancur 

d）COMITÉ： 
Sonia Marina Gallerdo Gomez ダイレクター（所長） 
Carlos Alberto Quintero リハビリテーション医 
Zoraida Rios 心理士 

e）HUSVP： 
Luis Ernesto Toro 院長 
Diana María Molina Montoya リハビリテーション医 
 物理療法・リハビリテーション部長 
Natalia Londoño Velez コーディネーター 
Néstor Raúl Buitrago López 作業療法士 
Ariel Ramses Lopez Catolico リハビリテーション医 

 
【日本側】 

a）プロジェクト： 
高橋 競 チーフアドバイザー/総合リハビリテーション 
板橋 宏暁 業務調整 
荒木 珠代 住民啓発/障害者教育 
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第２章 終了時評価の方法 
 
２－１ 評価の方法と設問の設定 

本調査は、「新 JICA 事業評価ガイドライン」に沿って、プロジェクト・サイクル・マネジメン

ト（Project Cycle Management：PCM）の手法で用いられるによる評価方法に基づき行われた。 
中間レビュー時に第 2 回 JCC において承認された PDM 第 2 版をもとに、下記の評価 5 項目の

視点から評価を行った。 
 
【妥当性】 

プロジェクト目標や上位目標が、コロンビア政府の政策、ニーズ、日本の援助方針、手段とし

ての適切性などに合致しているかを判断する。 
【有効性】 

成果の達成がプロジェクト目標の達成に貢献しているかを判断する。 
【効率性】 

投入の時期、質、量などにより、成果にどのような影響を与えたか、投入は成果の達成のため

に貢献しているか、投入に問題はなかったかを判断する。 
【インパクト】 

上位目標の達成の見込み、プロジェクト計画時に予期された、あるいは予期されなかったプラ

スあるいはマイナスの間接的効果や波及効果を評価する。 
【持続性】 

組織・制度面、財政面、技術面から、協力終了後もプロジェクトの活動が持続する見込みがあ

るかどうかを判断する。 
 

PDM に記載されている内容と指標により、評価 5 項目に基づく評価方針の検討を行い、評価グ

リッドを作成した（付属資料 4．「評価グリッド」を参照）。評価設問には、評価 5 項目以外には、

以下の設問を含んでいる。 
（1）プロジェクトの実績の確認 

作成した評価グリッドをもとに、プロジェクトの投入実績、成果とプロジェクト目標の達

成度、上位目標の達成見込みについて確認した。 
 
（2）実施プロセスの把握 

プロジェクトの実施プロセスを把握した。主な調査項目は、実施体制、プロジェクト運営

と活動の進捗状況、モニタリングの実施状況、関係者間のコミュニケーション、実施機関の

オーナーシップなどについてである。 
 
２－２ データ収集方法 

（1）関連資料のレビュー 
本プロジェクトに関する事前評価調査報告書、中間レビュー調査報告書、プロジェクトの

業務進捗報告書や完了報告書、各 C/P 機関から提出されたモニタリング報告書、研修完了報

告書などをレビューして、プロジェクトの実績や実施プロセス、活動の実績を確認した。
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（2）関係者への質問項目票配付 
現地調査前に、プロジェクト目標の達成状況、上位目標の達成見込み状況、投入の量や質

とタイミング、実施プロセスなどに関する質問項目票を作成した。これは、アンケート票と

は異なり、半構造的インタビューによる聞き取りを想定したものであり、聞き取りの内容に

よって、その状況や因果関係やかかわる情報について、さらに聞き取りを進めることを想定

して、作成した。 
 
（3）プロジェクト関係者へのインタビューと対象施設への視察 

日本人専門家と C/P である PAICMA、保健社会保障省1、バジェ県保健局、アンティオキア

県保健局、バジェ大学病院、サン･ビセンテ財団大学病院、フンダシオン・イデアル、エル・

コミテ・デ・リハビリタシオンの 8 機関の人材にインタビューして情報収集を行った。 
C/P へのインタビュー調査に加え、対象 4 医療施設2では、リハビリテーション専門職への

インタビュー、対象 4 医療施設で結成された ADL3チーム、切断リハビリテーションチーム、

視覚障害リハビリテーションチームに対して、聞き取り調査を行った。本邦研修で習得した

知識や技術が日常の診療において活用されているかどうか、診療方法への影響はないか、実

施上の課題はないかなどについて質問した。これに加え、成果 3 や成果 4 に関しては、権利

義務の啓発や診療前の緊急医療措置に関して普及活動にあたる地域レベルの普及員に対し

て、地域における活動を聞き取り調査した。 
 

                                                        
1 2011年11月の省庁改編以前は社会保障省であったが、この報告書では、それ以前の時期に関しても保健社会保障省を使用す

る。 
2 対象4医療施設とは、C/P 8施設のうちバジェ大学病院、サン･ビセンテ財団大学病院、フンダシオン・イデアル、エル・コミ

テ・デ・リハビリタシオンを指す。このうち2施設については、事前評価時と中間レビュー時とは異なる新しい名称を使用

している施設がある。サン･ビセンテ財団大学病院とエル・コミテ・デ・リハビリタシオンであるが、報告書では、新しい

施設名を使用することとする。 
3 ADLは、整容、食事、用便、更衣、入浴、移動など日常生活の基本活動を指す。 
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第３章 プロジェクトの実績 
 
３－１ 投入実績 

プロジェクト開始以降、2012 年 5 月の終了時評価調査時までの日本側とコロンビア側の投入実

績や各成果の達成状況、プロジェクト目標の達成状況について検証した。プロジェクト終了 3 年

から 5 年後の上位目標の達成見込みについても確認した。実績確認の結果を以下に述べる。 
 

３－１－１ 日本側の投入 
（1）専門家の派遣 

長期専門家は、チーフアドバイザー/総合リハビリテーション 1 名、住民参加/公衆衛生 1
名、住民啓発/障害者教育 1 名、業務調整 1 名の合計 4 名を現在までに派遣している。短期

専門家については、これまで 5 名が 8 回にわたり派遣されている。短期専門家の職務は、

総合リハビリテーション、視覚障害リハビリテーション、住民参加、チームリハビリテー

ションなどである。詳細は付属資料 5．「専門家派遣実績」を参照。 
プロジェクト開始当初には、成果 1 関連の専門家の投入のみであったが、プロジェクト

半ばから後半にかけては、成果 3 と成果 4 の投入が増えた。派遣された長期専門家の専門

領域は、成果 1 と成果 2 に関連して 1 名、成果 3 と 4 については 2 名である。短期専門家

としては、7 回派遣されたうち 6 回が成果 1 と成果 2 であり、1 回が成果 3 と成果 4 に関

連する分野である。 
 

（2）コロンビア国内研修 
日本人長期・短期専門家を講師として実施されたコロンビア国内における研修・セミナ

ーは、18 回行われて総数 846 名4が参加している。C/P の 8 機関が講師を出し、または講師

を招請してコロンビア国内において実施した研修・セミナー5は、34 回行われて総数 1,333
名6が参加している。成果 1 と成果 2 にかかわる研修の参加者は、主にリハビリテーション

専門職人材であり、成果 3、4 にかかわる参加者は、市役所、病院、消防署、学校などの

職員、地域組織である赤十字、消防団、地域レベルの保健師、自治会役員などである。こ

の中には、地雷による障害や他の障害を持つ当事者が含まれている。成果 1 にかかわる研

修は 28 回、成果 2 にかかわる研修は 8 回、成果 3 にかかわる研修は 17 回、成果 4 にかか

わる研修は 10 回7実施されている。開催場所は、カリ 21 回、メデジン 19 回、その他 11
回と、地域的にもバジェ県カリ市とアンティオキア県メデジン市とほぼ同数に近い。 

 
（3）本邦研修 

日本側は、国立障害者リハビリテーションセンターを協力機関とし8、本邦研修を行い、

コロンビア側 C/P 延べ 26 名を日本に派遣した。第 1 回の本邦研修では、C/P の 8 機関の

                                                        
4 障害当事者を含む。詳細は 3-2-6 を参照のこと。 
5 成果 1、成果 2、成果 3、成果 4 が横断的にかかわっている研修。 
6 障害当事者を含む。詳細は 3-2-6 を参照のこと。 
7 外部委託機関の研修を含む。 
8 特に第 1 回から第 3 回までは、全面的に国立障害者リハビリテーションセンターの協力を得ている。 
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各プロジェクト担当者 8 名が派遣され、「総合リハビリテーション9」研修を受けている。

第 2 回の本邦研修では、対象 4 医療施設の専門職 6 名を派遣し、「切断障害者・視覚障害

者への総合リハビリテーション」についての研修を実施した。第 3 回の本邦研修では、「チ

ームリハビリテーション」研修に、対象 4 医療施設の専門職 4 名を派遣し、第 4 回では、

「障害者の総合リハビリテーションと社会参加」に 8 名が参加した（障害当事者 1 名を含

む）。4 回実施された本邦研修を成果別にみると、第 1 回はプロジェクトのすべての成果に

横断的に関係する研修となっているが、第 2 回と第 3 回は成果 1 に関する研修である。第

4 回は、障害者の社会参加の観点から障害当事者の自立生活（生活、就労、社会活動など）

の視点が中心となっている。 
 

（4）第三国におけるセミナー 
メキシコの地域に根ざしたリハビリテーション（Community Based Rehabilitation：CBR）

国際会議へ 7 名を派遣し、JICA がコスタリカで実施している技術協力プロジェクト「ブル

ンカ地方における人間の安全保障を重視した地域住民参加の総合リハビリテーション強

化」（2007 年 3 月～2012 年 3 月）のフォーラムに 2 名を派遣した。実施された第三国にお

けるセミナーを成果別にみると、第 1 回は成果 1、3、4 に横断的に関係する研修であり、

第 2 回は成果 1、3 に関する研修である。 
 

（5）機材供与 
供与機材は、地雷被災者を含む障害者が日常生活の中で基本的な身の回りの動作を自立

して行えるよう訓練するための機材などが主である。対象 4 医療施設に対して供与し、2011
年度までに 1,419 万 6,650 円が支出された。表-1 のとおりである。 

 
表－１ 年度別機材供与実績 

（単位：コロンビアペソ） 

年度 実績 

2008  83,757,520 

2009  57,926,694 

2010   1,550,000 

2011 178,977,648 

合計 322,211,862 
（出所）業務調整専門家による資料。 
（注）1 コロンビアペソ＝0.04406 円（2012

年 5 月 17 日）で円に換算する。円貨

で 1,419 万 6,650 円。 
  

                                                        
9 ここにおける総合リハビリテーションの定義は、「身体及び心理的状態の回復に向けた、法的、医療的、心理的、社会的な

戦略、計画、プログラム、活動の総体」である。2011 年 12 月に施行された被災者法の定義と一致する。一方、機能リハビ

リテーションとは、総合リハビリテーションの理念に基づいて行われるリハビリテーション医療を意味する。本プロジェク

トにおける機能リハビリテーションは、日常生活活動自立度向上を目的とし、特に地雷被災者に多い切断リハビリテーショ

ン、視覚障害リハビリテーション、他職種によるチームリハビリテーション強化に必要な日常生活活動評価に焦点をあてて

いる。 
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（6）現地業務費（在外事業強化費） 
終了時評価時点までに、日本側が支出した現地業務費は 5,233 万 234 円（1,187,703,919 コ

ロンビアペソ）。専門家の移動にかかわる交通費、研修開催費、事務費などに対して支出

された。 
 

表－２ 日本側負担現地業務費 

（単位：コロンビアペソ） 

年度 実績 

2008  143,601,392 

2009  339,325,101 

2010  346,033,971 

2011  358,743,455 

合計（注 1） 1,187,703,919 
（出所）業務調整専門家による資料。 
（注 1）換算レート 1 コロンビアペソ＝0.04406 円

（2012 年 5 月 17 日）で円に換算すると、

合計金額は 5,233 万 234 円となる。 

 
３－１－２ コロンビア側の投入 
（1）C/P などの配置 

コロンビア側は、本プロジェクトのプロジェクトダイレクターとして PAICMA のアドバ

イザーを配置した。その他の C/P 機関はそれぞれ担当者を配置した。付属資料 9．「カウン

ターパートリスト」を参照。 
 

（2）施設と資機材の提供 
コロンビア側は、専門家の執務室をバジェ県カリ市のバジェ大学病院内にプロジェクト

期間中設置した。住民参加/公衆衛生担当の長期専門家がアンティオキア県メデジン市に 2
年間滞在する期間、サン・ビセンテ財団大学病院は同専門家のための執務室を設置した。 

 
（3）現地活動費 

コロンビア側の現地活動経費は主に現地研修開催費で、プロジェクト関連の活動費に関

しては、これまで 3,736 万 2,836 円（847,999,007 コロンビアペソ）が投入されている。こ

れは、報告があった機関による情報をもとに合算した業務費である。コロンビア側費用負

担額は、技術協力プロジェクトとしては高い。 
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表－３ コロンビア側負担現地業務費 

（単位：コロンビアペソ） 

年度 実績 

2008  58,270,830 

2009 124,410,823 

2010  65,259,308 

2011 600,058,046 

合計（注 1） 847,999,007 
（出所）業務調整専門家による資料 
（注 1）2008 年度と 2009 年度は、アンティオキア

県保健局、フンダシオン・イデアルを除い

た 6 機関の現地業務費報告に基づく。 
（注 2）PAICMA、バジェ県保健局、サン･ビセンテ

財団大学病院のプロジェクト担当者の契約

料を人件費として積算。 
（注 3）PAICMA の予算による、成果 3 の権利義務

の啓発資料、成果 4 のガイド印刷代

42,790,892 ペソを含む。 
（注 4）換算レート 1 コロンビアペソ＝0.04406 円

（2012 年 5 月 17 日）で円に換算。合計金

額は 3,736 万 2,836 円。 
 

３－２ 実施プロセス 

３－２－１ 実施体制及び運営管理 
プロジェクトは実施運営のため、合同運営委員会とは別に各県における運営委員会を設置し

た。その後 2010 年 1 月に、PAICMA、保健社会保障省、JICA 専門家が事務局となり管理運営

委員会を設置した。この管理運営委員会では、日本人専門家は、専門的な内容について指導す

るほか、中央と県と対象 4 医療施設の調整を行った。管理運営委員会は、計 23 回開催されて

いる。 
中間レビューで指摘された運営管理体制の強化の課題に対して、委員会実施時は、事前の議

事次第の共有、会議時の議事録の作成、会議後に出席者と関係者への議事録の情報共有を義務

化し定着させた。議事次第はプロジェクト専門家が作成し、議事録作成は主に PAICMA のプロ

ジェクト・ディレクターが担い、同氏が欠席の際は適宜担当者を定めた。プロジェクト運営管

理体制については、付属資料 11．を参照のこと。 
 

３－２－２ 情報共有とコミュニケーション 
県の運営委員会は毎月に 1 回開催されている。2 県の関係者間で開催される C/P の 8 機関と

専門家で開かれる合同運営委員会は、現在まで中間レビュー前に 7 回、中間レビュー後に 5 回

の計 12 回開催された。各機関間の情報共有、意見調整、意思決定の円滑化のため、各レベル

の委員会開催を多くし、定期的な開催をした。保健社会保障省は、もともと持っているウェブ

上で情報を共有できるシステムをプロジェクトに提供し、各 C/P 機関はこのシステムのサイト

に、プロジェクトに関する情報、例えば、議事録、活動記録、写真などをアップした10。

                                                        
10 終了時評価時点では、このサイトは、容量が限られているため、各機関が活動情報をウェブ上に載せることができない状況であった。 
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３－２－３ モニタリング体制 
PAICMA のプロジェクトダイレクター、保健社会保障省担当者、JICA 専門家による管理運営

委員会では、PDM と PO に基づいたプロジェクトの進捗管理を行った。プロジェクト専門家が

各機関の活動を事前に把握しモニタリングできるよう、月ごとのスケジュール計画を作成させ、

毎月の提出を義務付けた。C/P 機関は各々の活動についてセルフモニタリングを行い、進捗報

告書を作成した。 
プロジェクト指標に基づくモニタリングについては、アンケートのフォーマットをプロジェ

クト専門家と C/P らで共同作成し、モニタリング調査を実施した。 
 

３－２－４ プロジェクトに対するオーナーシップ 
全般的に、各 C/P 機関の活動に関するオーナーシップは高い。各 C/P 機関は計画に基づいて

活動を実施するだけでなく、各機関で活動対象地域を拡大または活動内容を追加して、技術の

移転や知識の普及に努めた。特に C/P のオーナーシップを高めた事柄をあげるとすれば、下記

のとおりである。 
（1）対象地域には、安全対策の関係上、専門家が入ることができない地域があり、そのよう

な地域での活動に対し日本側で支出ができなかったため、このような地域の現地費用は、

県保健局が出すことになった。このことにより県保健局の本プロジェクトへの関与はさら

に深まった。 
（2）当初チリとの協力で行われることになっていた成果 2 については、保健社会保障省を中

心として、コロンビアの現状に合わせた調査をもとに、ガイドを作成するとの政策決定が

なされ、実施機関のオーナーシップを高めるきっかけとなった。 
（3）成果 3 と成果 4 の成果品の作成については、障害者権利条約にある程度沿った啓発内容11

を望む保健社会保障省社会促進室の意向を尊重した。さらにコロンビア側の視覚的インパ

クトのある教材づくりについては、これまでコロンビア側の経験12の優位性が高いことか

ら、コロンビア側の経験をふまえて進めたことは、オーナーシップをさらに高める結果と

なった。 
 

３－２－５ その他の連携 
プロジェクトの実施中、活動を行うために以下のような連携が生まれた。 

（1）赤十字国際委員会が開催した「下肢切断理学療法コース」に、日本人専門家と国内・本

邦研修員が講師や受講生として参加した。同委員会は成果 2 の切断リハビリテーションガ

イドの外部評価機関として役割を果たした。 
（2）成人視覚障害リハビリテーションセンター（Centro de Rehabilitación para Adultos Ciegos：

CRAC）とバジェ県視聴覚障害児リハビリテーションセンター（Instituto para Niños Ciegos y 

                                                        
11 啓発の内容は必ずしも国連の障害者権利条約に沿ったものではない。例えば、障害者権利条約のアイデンティティは、コロ

ンビアの場合、出生登記、障害登記を意味するようになっている。農村部では、戸籍登記をしていない場合があるため、被

害届ができないという課題があったためである。アクセスについては、物理的なバリアの除去を指している。暴力の被害者

となった際、憲法に基づいた訴訟にかかわる事柄、人民訴訟は複数でしなければならないなどの内容が啓発キットの中に入

っている。権利という言葉の中に、医療へのアクセスの権利のみならず、社会的受け入れの権利が含まれている。 
12 啓発用教材作成ではコロンビア側は経験上優位ではあるが、啓発活動を地域レベルで行うことはほとんどなかったため、本

プロジェクトの専門家はこれらの指導を中心に行った。 
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Sordos del Valle del Cauca：INCS）は、バジェ大学病院における視覚障害リハビリテーショ

ン開設を支援した。両センターは視覚障害リハビリテーションガイドの外部評価機関にな

った。 
（3）青年海外協力隊（Japan Overseas Cooperation Volunteers：JOCV）が連携して本プロジェ

クトに派遣されるようになった。フンダシオン・イデアルに 3 名とエル・コミテ・デ・リ

ハビリタシオンに 1 名派遣された。 職種は理学療法士、作業療法士、青少年活動担当で

ある。エル・コミテ・デ・リハビリタシオンに配属された理学療法士隊員は、同機関の

ADL チームに参加し、チームリハビリテーションを進めている。 
 

３－２－６ 地雷被災者を含む障害当事者の事業実施への関与の促進 
NGO の C/P であるフンダシオン・イデアルとエル・コミテ・デ・リハビリタシオンが、成果

3 における障害当事者の関与を積極的に進めた。研修を受けた普及員における障害当事者の割

合は 14.5％である。 
 

表－４ 成果 3 の普及員における障害当事者の割合 

年度 障害当事者の割合 

バジェ県 7.9％ 

アンティオキア県 21.0％ 

合計 14.5％ 
出所）専門家による資料 

 
アンティオキア県のエル・コミテ・デ・リハビリタシオンは、普及員への研修の講師として

障害当事者を起用した。講師 11 名のうち 6 名が障害当事者である。 
表-4 のとおり、普及員のうち障害当事者の比率は 10％以上である。アンティオキア県のほう

が参加をより進めており、障害当事者の割合が多くなっている。 
 

３－２－７ プロジェクト広報の強化 
本プロジェクトは、中間レビュー時に「関係機関におけるプロジェクトの認知度向上」、「ホ

ームページやパンフレットなどを通じたプロジェクトの情報発信」の 2 点が提言として指摘さ

れた。これに対応するため、プロジェクトでは、ロゴの活用を推進するロゴ改訂とプロジェク

トパンフレットをはじめとする広報グッズの作成・配布を行った。 
ホームページ立ち上げに関しては、成果 3 の活動である「障害者の権利と義務」にかかわる

ホームページを 2011 年 10 月より開設した13。本プロジェクトの活動紹介を JICA の技術協力

プロジェクトのホームページへも投稿した14。 
 
  

                                                        
13 http://www.pornuestrosderechos.com/（終了時評価現在） 
14 2011 年 6 月と 2012 年 2 月。 
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３－３ 成果の達成度 

成果 1：達成 
成果 1「バジェ県とアンティオキア県（特にバジェ大学病院、フンダシオン・イデアル、サ

ン･ビセンテ財団大学病院、エル・コミテ・デ・リハビリタシオン）において、機能リハビリ

テーション15に従事する専門職人材の能力が強化される16」 
 

本プロジェクトの研修を受けた C/P 機関の専門職人材は、研修で得た知識を日常業務で活用し

ている。研修を受けた内容で最も使われているものは、ADL 評価表の作成とその活用に関する知

識とチームリハビリテーションである。 
バジェ大学病院による選定医療施設に対する普及は、順調に進んでモニタリングもなされてい

る。アンティオキア県のサン・ビセンテ財団大学病院は、独自の普及方法を考案して17、PC 上で

本プロジェクトの研修内容を学ぶことができるようにし、機能リハビリテーションに従事した専

門職人材の能力強化に努めた。成果 1 に関する指標の達成状況と定性的情報については以下の表

のとおりである。 
 
指標 指標にかかわる定量的実績と定性的情報（終了時評価時） 
 
1.1.対象医療施設（バジ

ェ大学病院、フンダシ

オン・イデアル、サン･

ビセンテ財団大学病

院、エル・コミテ・デ・

リハビリタシオン）に

おいて、プロジェクト

で研修を受けた専門職

人材の 80％が習得した

知識を毎日の診療に適

用している。 
 

 
プロジェクトが対象 4 医療施設に対して実施したアンケート調査18

によれば、日常業務で得た知識を使っていると回答したものは、99.6％
である。 

バジェ大学病院では、ADL 評価表が最も活用されているが、その他、

切断リハビリテーションについて習得した知識も日常業務に使われ

ている。入院患者への対応、家族に対する説明の際に活用されている。

フンダシオン・イデアルでも、ADL の知識が日常業務に活用されてい

る。サン･ビセンテ財団大学病院では、最も使われているのは ADL 評

価表であり、その次に切断リハビリテーションと視聴覚障害リハビリ

テーションの知識が業務に活用されている。エル・コミテ・デ・リハ

ビリタシオンでも、同様 ADL の知識が使われ、その次に切断リハビ

リテーションと視覚障害リハビリテーションの知識が活用されてい

る。 
訪問インタビューによっても、各医療施設の診療業務の一環として

ADL 評価表が用いられていることが確認されている。 
したがってこの指標は達成されていると判断できる。 

                                                        
15 本プロジェクトの機能リハビリテーションは、地雷被災者に多い切断や視覚障害のリハビリテーション、他職種によるチー

ムリハビリテーション強化に必要な ADL 評価に焦点をあてている。 
16 PDM 第 2 版で使用されている医療 4 施設の名前は、ここでは、現在使用されている施設名を使用した。 
17 アンティオキア県のサン･ビセンテ財団大学病院は私立の医療施設であり、特定された選定医療施設に対する普及について

は、医師はじめ専門人材が直接指導するとコストがかかりすぎるうえ、医師をはじめとする専門職人材が大学病院内に不在

となるため、ウェブ上の e ラーニング形式を採用して知識の普及に努めた。 
18 2011 年 12 月から 2012 年 2 月に実施したアンケート調査によるもの。4 機関合わせてサンプル数 151。アンケート対象者は

本プロジェクトでの研修を受けたリハビリテーション医、理学療法士、作業療法士、看護師、栄養士、臨床心理士、ソーシ

ャルワーカーなどである。 
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指標 指標にかかわる定量的実績と定性的情報（終了時評価時） 
 
1.2.選定医療施設にお

いて、プロジェクトで

研修を受けた専門職人

材の 80％以上が、機能

リハビリテーション

（ADL 評価、切断リハ

ビリテーション、視覚

障害リハビリテーショ

ンなど）に関する知識

が向上したと回答す

る。 
 

 
バジェ大学病院の専門職を講師として、バジェ県内で選定された 12

医療施設の専門職 34 名を対象として、チームリハビリテーション、

ADL 評価、切断リハビリテーション、視覚障害リハビリテーションに

ついての研修が 2011 年 5 月から 8 月まで実施された。この後、バジ

ェ大学病院の専門職講師チームは、選定医療施設の専門職が作成した

アクションプランの実施状況について、2011 年 11 月から 12 月までモ

ニタリングを実施した。その結果、選定医療施設は、自ら立てた活動

計画に従い、病院職員に対して機能リハビリテーション関連の研修を

行っていた。医療施設によっては、独自で ADL 評価表、切断リハビ

リテーション、視覚障害リハビリテーションや障害についての情報提

供のためのパンフレットを作成していた。バジェ県では、12 の選定医

療施設中 8 の機関を対象にモニタリングを実施し、受講生の機能リハ

ビリテーションに関する知識が向上したという回答を大半の機関か

ら得ている。以上から、成果１にかかわる指標はおおむね達成されて

いる。 
アンティオキア県のサン・ビセンテ財団大学病院では、e ラーニン

グ形式のバーチャル研修を行い、大学病院内の受講生 32 名を含め 648
人が 2011 年 6 月から 12 月まで参加した。受講生の 82.5％が、機能リ

ハビリテーション、すなわち ADL 評価、切断リハビリテーション、

視覚障害リハビリテーションなどに関する知識が向上したとアンケ

ートで回答した。このバーチャル研修の対象者は、アンティオキア県

のみならず全国を対象としており、アンティオキア県の選定医療施設

に限定していないものの、プロジェクトで研修を受けた専門職人材の

機能リハビリテーションに関する知識を向上させたと判断する。 
 

 
成果 2：達成 

成果 2「対象 4 医療施設（バジェ大学病院、フンダシオン・イデアル、サン･ビセンテ財団

大学病院、エル・コミテ・デ・リハビリタシオン）において、切断や視覚障害のリハビリテー

ションのガイドが活用される」 
 

保健機関に対する現状診断を通じて把握されたニーズと長期・短期専門家のアドバイスに基

づき、リハビリテーションに関する技術指針が 3 つ作られた。切断患者に対するリハビリテー

ションガイド（技術指針）19は、バジェ大学により 2010 年 9 月から 2011 年 3 月にかけて作成

され、その後サン･ビセンテ財団大学病院により検証された。 
同様に、サン･ビセンテ財団大学病院は、視覚障害リハビリテーションガイド（全盲・弱視）

の 2 つのガイドを作成し、これらはバジェ大学により検証された。このガイドは、プロジェク

ト外部機関の赤十字国際委員会や CRAC、INCS の評価も受けた。対象 4 医療施設とも切断リ

                                                        
19 地雷被災者は下肢を中心に切断することが多いため、このガイドは下肢切断にかかわるガイドである。 
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ハビリテーションガイドを診療に活用しており、対象 2 医療施設20は視覚障害リハビリテーシ

ョンガイドも活用している。以上から、成果 2 に関する指標をおおむね達成していると判断で

きる。 
これまで、視覚障害リハビリテーションガイドは、先天性障害のものが多く、事故が原因で

障害を持つようになった患者に対するガイドはなかったことから、本プロジェクトにおける視

覚障害リハビリテーションガイド作成の意義は大きい。 
 
指標 指標にかかわる定量的実績と定性的情報（終了時評価時） 
 
2.1.対象 4 医療施設（バ

ジェ大学病院、フンダシ

オン・イデアル、サン･

ビセンテ財団大学病院、

エル・コミテ・デ・リハ

ビリタシオン）におい

て、切断リハビリテーシ

ョンガイドに基づいた

診療が実施されている。 

 
バジェ大学病院では、ガイドブックを作るため、理学療法士のグ

ループ、作業療法士のグルーブなどから成る他職種のチームを構成

し、ガイド作成のための会議を設けた。切断リハビリテーションガ

イドは、赤十字国際委員会からの指針も参考にして作成された。2010
年本邦研修の切断リハビリテーションのコースに参加した研修受講

生がガイド作成の担当者となった。切断リハビリテーションガイド

は、入院段階、手術、手術直後リハビリテーションを含んでいる。

緊急医療で入院した場合、切断リハビリテーションガイドが手順

書として使われている。切断した後、義肢義足装具士のクリニック

への具体的な情報の伝達なども重要な事項に含まれている。 
他の医療施設であるフンダシオン・イデアル、サン･ビセンテ財団

大学病院、エル・コミテ・デ・リハビリタシオンにおいても、バジ

ェ大学病院で作られた切断リハビリテーションガイドをもとに、そ

れぞれの施設の診療形態に応じた切断リハビリテーションガイドが

作成され、診療に活かされている。 
 
2.2.対象 2 医療施設（バ

ジェ大学病院、サン･ビ

センテ財団大学病院）に

おいて、視覚障害リハビ

リテーションガイドに

基づいた診療が実施さ

れている。 

 
サン･ビセンテ財団大学病院で作成された 2 つの視覚障害リハビ

リテーションガイド（全盲用ガイドと弱視用ガイド）は、手順書形

式21のガイドであり、同病院で使用されている。 
バジェ大学病院では、総合リハビリテーションの概念と自らの機関

に合った形の視覚障害リハビリテーションガイドを、サン･ビセンテ

財団大学病院のガイドをもとに作成し、このガイドに従って診療を

行っている。 
以上のように、対象 2 医療施設において、視覚障害リハビリテー

ションガイドに基づいた診療が実施されている。 
 

成果 3：達成 
成果 3「対象地域におけるプロジェクト関係機関や関係者が、地雷被災者を中心とした障害

者が法律で定められたサービスにアクセスするための権利・義務・制度についての知識を得る」 
 

保健社会保障省と長期専門家とにより、活動内容が順調に固められ、テキスト、紙芝居など

                                                        
20 視覚障害リハビリテーションガイドについては、バジェ大学病院とサン・ビセンテ財団大学病院が活用することが PDM 第

2 版で決められている。 
21 診療プロトコール形式のガイドであった。 
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の普及用の教材やキットなどが作成された。C/P の NGO 2 機関は、対象地域における障害者の

権利・義務に関する研修をカスケード方式で行った。普及員の高いオーナーシップもあり、地

域での啓発活動は積極的に行われて、2011 年 6 月の段階で普及員が啓発した人数は両県で 1,179
名に達した22。啓発方法についても、普及員が自らチラシを作成・配布し、コミュニティラジ

オを利用して、他のイベントと同時に啓発活動を行うなど、地域に応じた方法が取られた23。 
 
指標 指標にかかわる定量的実績と定性的情報（終了時評価時） 
 
3.1.研修受講生のうち 60％以上

が、地雷被災者を中心とした障

害者が法律で定められたサービ

スにアクセスするための権利・

義務・制度に関する知識が向上

したと回答する。 

 
研修後のアンケート調査の結果により、バジェ県研修受講

生の 98％、アンティオキア県受講生の 82.5％が、地雷被災者

を中心とした障害者が法律で定められたサービスにアクセス

するための権利・義務・制度に関する知識が向上したと回答

していることから、成果 3 に関する指標は達成していると判

断できる。 
 

成果 4：達成 
成果 4「対象地域におけるプロジェクト関係機関や関係者のあいだで、地雷被災者の感染軽

減や二次障害予防のための医療施設受診前処置に関する知識が深まる」 
 

研修の実施機関は、アンティオキア県では、コミュニティにおける医療活動に精通したアン

ティオキア県大学に外部委託し、バジェ県では、緊急医療に通じた民間専門機関（RELIEF）に

委託された。普及にかかわる研修は、看護師、看護助手、地域保健師、地方行政の公衆衛生担

当者、コミュニティのリーダー、義勇消防団、コミュニティの青年リーダー、災害予防局関係

者などに対して実施された。研修内容は、地雷に遭った際の心理社会的な対応、応急処置、被

災者救出方法などにわたっている。この研修のガイドとなった医療施設受診前処置基本手順ガ

イドは、医療施設の緊急医療関係者や地域レベルで普及にあたる普及員などから、イラストな

どが入って分かりやすいガイドとして評価されている。コロンビアで、このような地雷被災者

救援と応急措置のための手順書は以前にはなかったので、成果品としての有用度は高い24。 
  
指標 指標にかかわる定量的実績と定性的情報（終了時評価時） 
 
4.1.研修受講生のうち 60％
以上が、地雷被災者のための

医療施設受診前処置に関す

る知識が向上したと回答す

る。 

 
研修実施前のプレテストや実施後のポストテスト結果から、研修

受講生のうち、79.35％が地雷被災者のための医療施設受診前処

置に関する知識が向上したと回答している。したがって、成果 4
の指標は達成されたと判断できる。 
 

 
  

                                                        
22 住民参加/公衆衛生担当の長期専門家業務完了報告書による情報。 
23 専門家報告書による情報。 
24 医療施設を中心に臨床的な緊急医療措置についてのガイドはあった。 
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３－４ プロジェクト目標の達成度 

プロジェクト目標：達成 
プロジェクト目標「バジェ県及びアンティオキア県において、地雷被災者を中心とした障害者

のための総合リハビリテーションの質が改善する」 
4 つの指標それぞれについて以下の検証結果から、目標は達成されたと判断する。 

専門職人材は、それぞれのリハビリテーションの職種間で共通の言葉を使って、チームとし

て患者に対する診療方針を決め、リハビリテーション診療にあたるようになった25。患者の意

思を尊重し目標を明確にして診療方針を決めるようになったことが、患者にとってもリハビリ

テーションのプロセスが明確になり、治療に対する患者の姿勢も変化した26。地雷に遭った場

合の応急処置、救援ルート、医療施設での治療、その後の社会生活への復帰までの一貫したリ

ハビリテーションが活動に含まれており、総合リハビリテーションの質は改善されたと言える。 
 
指標 指標にかかわる定量的実績と定性的情報（終了時評価時） 
 
1.プロジェクト対象医療施設

（バジェ大学病院、フンダシオ

ン・イデアル、サン･ビセンテ

財団大学病院、エル・コミテ・

デ・リハビリタシオン）が、総

合リハビリテーション（チーム

リハビリテーション、日常生活

活動評価、切断リハビリテーシ

ョン、視覚障害リハビリテーシ

ョン）について身に付けた知識

の普及活動を実施している。 

 
バジェ大学病院及びバジェ県保健局が中心になり、バジェ

県内で選定された 12 医療施設の専門職 34 名を対象として、

チームリハビリテーション、ADL 評価、切断リハビリテーシ

ョン、視覚障害リハビリテーションについての研修が 2011 年

5 月から 8 月まで実施された。本研修には、エル・コミテ・デ・

リハビリタシオン、フンダシオン・イデアルからも多くの人

材が講師として参加した。（詳細は付属資料 6．参照） 
アンティオキア県においては、サン・ビセンテ・デ・パウ

ル大学病院が中心になり、選定医療施設 7 機関の他全国のリ

ハビリ関係者及び関連施設を対象としたバーチャルコース

2011 年 6 月～12 月の間計 4 回実施し、合計 696 名が同コース

に参加している。（詳細は付属資料 6．参照） 
このように対象医療施設による総合リハビリテーションに

ついて身に付けた知識の普及活動を実施しているため、本指

標は達成されたと判断できる。 
 
2.プロジェクトで受益する地雷

被災者を中心とした障害者を

対象とした満足度調査で、機能

リハビリテーションに関し、

 
プロジェクトが対象 4 医療施設に対して実施したアンケー

ト調査27によれば、患者の 97.4％が受けたサービスに満足して

いる28と回答した。 
リハビリテーションを受ける前に、説明を十分に受けており、

                                                        
25 専門職人材へのインタビュー結果による。 
26 専門職人材へのインタビュー結果と満足度調査の結果による。 
27 2011 年 12 月から 2012 年 2 月に実施された。4 機関合わせてサンプル数 162。アンケート対象者は、地雷被災者、銃器によ

る負傷を受けた者、動脈硬化症などの総合疾患の患者、言語・学習障害のある患者、視覚障害者、交通事故で障害を持った

患者などである。この調査では、地雷被災者は、フンダシオン・イデアルとエル・コミテ・デ・リハビリタシオンの調査対

象者にはいなかったが、バジェ大学病院では 7.3％、サン･ビセンテ財団大学病院では 27.6％を占めた。 
28 満足度調査は、プロジェクト以前とプロジェクト以後で比較することが望ましいが、事前事後の比較によるものではない。

満足度調査とした場合、主観的判断による回答が入りやすいので、事前事後比較によるサービスの改善の度合いを調査する

ことが的確である。今回の調査では、このような調査方法はとられていないが、現存する調査による指標判断に依拠してい

る。 
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指標 指標にかかわる定量的実績と定性的情報（終了時評価時） 
80％以上の項目について肯定

的な回答が得られる。 
リハビリテーションの内容が、日常生活活動のニーズに合致

しており、専門職は患者のニーズに対応するために適切な知

識を持っていると肯定的に回答した患者がほぼ 100％であっ

た。 
 
3.プロジェクトで研修を受講し

た関係者の半数以上が、法律で

定められたサービスにアクセ

スするための権利、義務、制度

について身に付けた知識の普

及活動を実施している。 

 
プロジェクトで普及研修を受けた参加者の半数以上が、身

に付けた知識の普及活動を実施しているか、プロジェクトが

モニタリングを実施したところ、バジェ県で普及員研修を受

けた参加者のうち現在も活動を行っていると回答したもの

は、66.96％である。アンティオキア県は、76.74％である。従

って、この指標は達成されている。 
 
4.プロジェクトで研修を受講し

た関係者の半数が医療施設受

診前処置について身に付けた

知識の普及活動をしている。 

 
バジェ県では、医療施設の受診前処置に関するプロジェク

トによる研修参加者は 88 名である。そのうち普及活動が確認

できたのは 75名であることから指標を達成していると判断で

きる。アンティオキア県では、プロジェクトによる研修参加

者は 60 名である。そのうち普及活動が確認できたのは 35 名

である29。以上から、おおむね指標 4 を達成していると判断で

きる。 
 
３－５ 上位目標の達成度 

上位目標：達成の見込みは高い 
上位目標「地雷被災者を中心とした障害者への総合リハビリテーションが国家経済社会政策審

議会政策文書（CONPES8030）に含まれている」 
 

全国障害委員会システム31の中に CONPES80 作業部会があり、保健社会保障省社会促進局が

中心となり、PAICMA も参加し、閣僚レベルの審議会の承認を得るために、草案を作る作業が

継続している。保健社会保障省と PAICMA へのヒアリングにおいて、複数の関係者から新しい

CONPES80 には、地雷被災者を含む障害者に対する総合リハビリテーションに関する記述を盛

り込む考えがあることを確認した。以上の点から、上位目標は達成される見込みは高いと判断

できる。 
  

                                                        
29 プロジェクト専門家と県保健局による情報。 
30 Consejo Nacional de Política Económica y Social の略語で、閣僚会議の了承を経た国家経済社会政策審議会政策文書を指す。

CONPES は、法令や国家開発計画の策定に影響を及ぼす。国家開発計画は期間限定的であり、政権が交替すると新しく変

わる。CONPES80 は、障害者政策に関する審議会文書。 
31 中央、県、地方行政の各レベルにおいて、関連機関の代表者参加による審議会または委員会を設けて、障害者政策の策定、

実施、モニタリングを行うという一連の制度。PDM 第 2 版では、障害国家システム関係機関と表記されている。 
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指標 実績（終了時評価時） 
 
1.障害国家システム関係機

関が、地雷被災者を中心とし

た障害者への総合リハビリ

テーションを含む国家経済

社会政策審議会政策文書

（CONPES80）を推進してい

る。 

 
国家障害者政策としては、2004 年の CONPES80 が使われてい

る。CONPES80 には、地雷被災者についての言及がないものの、

定義は明確でなかったが総合リハビリテーションという言葉は

入っている。 
現行の国家開発計画（2010-2014 年）に、障害者リハビリテー

ションの政策が記載されており、国家開発計画における障害者関

連の言及により、法律、規則ができるようになり、 被災者法 1448
号には、回復処置の中に総合リハビリテーションが入っている。

その中での、総合リハビリテーションの定義は、「身体的心理的

状態の回復に向けた、法的、医療的、心理的、社会的な戦略、計

画、プログラム、活動の総体」とされている。 
被災者法と同様の定義の総合リハビリテーションが新しい

CONPES80に含まれるようになる見込みは高い。現政権中の 2014
年は達成される見込みである。 
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第４章 評価５項目による評価結果 
 
４－１ 妥当性：高い 

４－１－１ コロンビアの政策との整合性 
障害者関連上位政策としては、国連障害者権利条約32、2004 年の CONPES80、現政権の国家

開発計画、被災者法がある。 
国連の障害者権利条約との関係では、条約の趣旨である障害者の権利の保障と障害者の人権

尊重、第 26 条のリハビリテーションサービスの強化、第 8 条の障害に関する意識向上が掲げ

られており、本プロジェクトの内容に適合し、患者の意思を尊重する本プロジェクトのリハビ

リテーションの活動内容とも整合している。 
2004 年の CONPES80 においては、障害者にかかわる公共政策として、障害者への総合リハ

ビリテーションの必要性の記載がなされており、CONPES80 を根拠とした国家開発計画

（2010-2014 年）においても、障害者リハビリテーションの政策や障害者が機能回復のみなら

ず、さまざまな活動への社会参加を促進する必要性に言及している。 
2011 年 12 月に施行された法律 1448 号である被災者法においては、被災者を、「地雷被災者

を含めて、武装紛争により生じた国際人権法上の違反による結果として、被害を受けた人々」

と定義している。被災者法では、被災者の権利の保障が含まれており、救急医療対応について

は、医療機関は被災者に対して緊急医療を即刻行う義務があるとしている。この被災者法にお

いては、リハビリテーションは、被災の補償手段としての「身体と心理的状態の回復に向けた、

法的、医療的、心理的、社会的な戦略、計画、プログラム、活動の総体である」と定義してい

る33。被災者の意思決定への参加、市民社会との連携による被災者への対応が、全般的原則と

される。本プロジェクトは、被災者法との関連でも整合性は非常に高い。 
 

４－１－２ コロンビアの政策との整合性 
（1）対象地域のニーズ 

コロンビアは、アフガニスタン、カンボジアと並んで多くの地雷被災者を記録している

国である。コロンビアでは、アンティオキア県が地雷被災者数の最も多い県である。バジ

ェ県は、アンティオキア県に比べ地雷被災者は少ないものの、コロンビア南西部の地雷被

災者リハビリテーションの拠点であるバジェ大学病院が存在する。両県は、地雷被災者を

中心とした障害者に対する応急処置、総合リハビリテーション、支援サービスへのアクセ

スにかかわる知識を獲得するニーズが高い地域である。地雷に被災する地区は山間部で救

出が困難であり、地雷被災者が救急医療機関で受診するまでに時間がかかるため、初期医

療機関受診前の応急処置体制の整備が求められる34。 
 
  

                                                        
32 2009 年に署名、2011 年に批准された。 
33 第 8 章 135 条。 
34 現実的な問題として、被災の際に緊急支援を依頼しても、対象地が危険区域に指定されていることが多いため、依頼者が反

政府関係者でないことが確認されない限り、救済体制が組まれないなど、外部からの救援には時間がかかる。救援者が到着

するまでの間、地域レベルの救護者が適切に行う応急処置が必要とされていた。 
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（2）受益対象のニーズ 
プロジェクト実施以前には、対象医療施設でチームリハビリテーションや機能リハビリ

テーションの実施は不十分であり、リハビリテーション実施時に患者のニーズや心理社会

面に配慮がなく、患者の意思は重視されていなかった。 
同様に、医療施設から遠く離れた地域において、医療施設を受診するまでに行われるべ

き地雷被災者への応急処置方法に関する知識の普及は、ほとんどなされてこなかった。 
本プロジェクトは、対象医療施設とそのリハビリテーション専門職人材、選定医療施設

とそのリハビリテーション専門職人材、地雷被災者を含む障害者とその家族や地域のコミ

ュニティが対象者であり、これらの受益対象のニーズは高い。 
 

４－１－３ 手段としての適切性 
本プロジェクトでは、C/P の医療施設が、本邦研修や専門家から指導された研修のモジュー

ルをもとに、カスケード方式35で、他の医療施設や専門職人材に対して研修を実施し、援助効

果を拡充した。障害者が受ける法的なサービスの権利・義務・制度に関する知識や診療前の応

急措置に関する知識の普及のためにカスケード方式が採用され、農村地域に及ぶ普及が可能と

なった。これらの手法は、プロジェクト目標を達成する手段として適切であった。 
 

４－１－４ 日本の援助政策との整合性 
日本の ODA 大綱の基本方針である人間の安全保障の視点に合致する。紛争・災害など、人

間に対する直接的な脅威に対処するため、協力支援することが必要であり、紛争時より復興・

開発に至るあらゆる段階において、尊厳ある人生を可能にするよう、個人の保護と能力強化の

ための協力を行うとしている。 
JICA のコロンビア国別事業実施計画（2010 年 3 月）では、平和構築を重点協力分野の 1 つ

としており、サブプログラムには、紛争被災者への包括的支援協力として、地雷被災の予防と

ともに地雷被災者の医療リハビリテーションや社会参加促進のために支援を行うとしている。 
以上、日本の援助政策との整合性が高いと判断できる。 

 
４－１－５ 日本の援助の優位性 

日本では、医療施設における総合リハビリテーションの理念に基づいた実践と経験が蓄積さ

れており、援助の優位性は高い。 
そのような国内の豊富なリソースを活かし、国際協力においても中国やチリなどにおいて、

リハビリテーション医療に関する技術協力を実施した経験がある。 
さらに、日本は、タイ、コスタリカ、パキスタンなどにて、技術協力を通して障害当事者の

社会参加を支援してきた経験があり、日本の障害者支援関連の援助実績からも、援助の優位性

は高い。 
 
  

                                                        
35 成果 1 の選定医療施設に対してのカスケードは 2 段階であるが、成果 3 と成果 4 については、3 段階以上のカスケードとな

っている。 
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４－２ 有効性：高い 

４－２－１ プロジェクト目標と成果の達成 
4 つの成果とプロジェクト目標の達成状況は、すでに「３－３ 成果の達成度」と「３－４ 

プロジェクト目標の達成」で示したように、ほぼ達成されている。成果 1 については、プロジ

ェクトの早期の段階から順調な進捗がみられ、関連する指標も達成されている。ADL 評価表は、

各医療施設の診療業務の一環としてそれぞれの機関で作成され、診療に用いられていることが

確認された。成果 2 については、チリとの協力でガイドラインが作成されることになっていた

が、コロンビア政府は、エビデンスに基づく技術指針を作成する方針を打ち出し、2009 年 6 月

の運営指導調査時に、切断と視覚障害のリハビリテーションガイドを担当する機関が決定した。

各ガイドの作成はその後進捗し、各ガイド草稿をもとに C/P 機関は、自らの診療サービスに合

わせたガイドを独自で作成し、それらを診療に活かしている。これらのガイドの最終印刷が終

了時評価時に行われていた。 
成果 3 については、保健社会保障省と長期専門家によって教材づくりが進んだ。普及用の成

果品（テキスト、紙芝居）などが作成された。C/P の NGO 2 機関は、対象地域における障害者

の権利・義務に関する研修をカスケード方式で行った。プロジェクトと県によるモニタリング

の結果、バジェ県では普及員研修を行った参加者で現在も活動を行っていると回答した者は

66.96％である。アンティオキア県は 76.74％である。 
成果 4 については、医療施設受診前処置にかかわる研修が、各県の予算で経験がある外部機

関に委託された。この研修は医療施設受診前処置基本ガイドをもとに実施された。成果 4 の活

動は着手が遅れた。その理由は、地域における活動主体や機関が明確に把握できず、活動の具

体化が進まないからだった。そこで、外部委託機関による研修の実施の方法が採られ、普及の

ための研修が開始された。この方法で普及された人々が、さらに地域の人々へ普及しはじめる

ようになった。成果品である医療施設受診前処置基本ガイドは、今後被災支援ルートも含むも

のであり、イラストが具体的に入り関係者にわかりやすく書かれている。 
 

４－２－２ 成果とプロジェクト目標の関係 
成果 1 と成果 2 は、総合リハビリテーションの質の改善という点においてプロジェクト目標

と直接関係している。 
成果 3 では、医療サービスへのアクセスについて地雷被災者を含む障害者の権利と義務の知

識を向上させることで、被災者が医療サービスを利用し、被災者が望む生き方をめざしてリハ

ビリテーションを促す活動が設定され、リハビリテーション医療後の社会参加を支援すること

を目的としている。 
成果 4 は、地雷被災者の感染や二次障害防止のための応急処置の知識と技能の普及を行った

ことにより、損傷の程度を最低限にとどめ、その後のリハビリテーションプロセスを円滑に進

め、医療の治療成績を向上させることを目的としており、総合リハビリテーションの質の向上

に寄与していると考えられる。 
このように、成果 1 と 2 のリハビリテーション医療という要素と、成果 3 と 4 の地域での啓

発活動という車の両輪のアプローチによって、各成果の発現が総合リハビリテーションの質の

改善というプロジェクト目標の達成に寄与していると考えられ、有効性は高いと判断できる。 
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４－２－３ 影響要因 
対象地域での治安状況は準備や計画の際に、懸念要因となっていた。しかし、コロンビア側

の指導者が日本で受けた研修で培われた知見や、日本人専門家の指導をもとにして得た知識が、

日本人専門家が入れない地域においても、現地の専門職人材によって普及されており、各成果

の設定は十分に有効だった。ただし、全国統一地方選が 2011 年 10 月末に行われその結果とし

て、研修を受けた行政職員の交替があったことは、成果 3 と 4 の普及活動の継続に少なからず

影響を与えた。 
 
４－３ 効率性：高い 

４－３－１ 投入の効果 
専門家の派遣に関し、チーフアドバイザーは中盤の 2 年間に、成果 1 と成果 2 の効果発現の

ための基盤を醸成し、その後は短期専門家で効率的に派遣が行われた。国立リハビリテーショ

ンセンターから優れたリハビリテーション関係の専門家が投入され、本邦研修でも、国立リハ

ビリテーションセンターの協力を得て、プロジェクトの成果内容を合わせた研修が適切に行わ

れた。成果 2 に関する活動については、チリとの三角協力を進めたことで、進捗に遅れが生じ

た。コロンビア政府が、最終的にエビデンスに基づく技術指針を発表し、コロンビアが日本人

専門家の支援を得て独自に成果 2 の活動を促進した結果、滞りなく達成された。 
C/P 機関は、本邦研修や国内研修などで使用したモジュールや教材などをもとに、リハビリ

テーション研修教材を作成した。権利・義務の啓発教材づくりでは、現地の優れた人材を活用

し、イラストや図など用いて分かりやすい教材が作られた。 
医療施設受診前処置に関するガイドの作成は、PAICMAと保健局担当者が中心となって行い、

研修の実施においてはアンティオキア県保健局がアンティオキア大学に委託し、バジェ県保健

局が RELIEF36に委託した。経験が豊富で地元の情報に詳しい専門機関や人材を活用するなどロ

ーカルのリソースをフルに活用し、大半の活動は順調に実施されている。達成された成果から

みて、全般的に効率性は高いと判断できる。 
 

４－３－２ 影響要因 
関係者の強いコミットメント、高いオーナーシップが効率性を高めた要因である。一方、8

機関が 3 都市にまたがるため、関係者の会議開催などの際には移動に多くの時間を要した。C/P
機関は、2 機関が中央政府機関、2 機関が県保健局、1 機関が公立病院、1 機関が私立病院、2
機関が NGO と属性が異なるため、機関としての理念や目標をとらえる視点、成果達成の手段

などについて意見が異なり、意思決定やガイド作成などの際には、コンセンサスを得るのに時

間を要する面もあった。 
 
４－４ インパクト：高い 

上位目標の達成の見込みも高く、波及効果として、C/P の高いオーナーシップとコミットメ

ントにより、相手国政府の予算で対象普及地域が拡大し、必要とされる活動が追加して実施さ

れた。地雷被災者を中心とした障害者の権利と義務の啓発活動を通して、障害当事者の活動が

                                                        
36 地雷にかかわる教育、緊急医療、応急措置にかかわる専門性が高い民間委託機関。 
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活発化し、地方行政の障害者政策への働きかけが始まった。地域のレベルにおいて、地雷を中

心とする障害者に対する理解が深まり、障害当事者の権利や義務について、コミュニティの

人々が啓発され、障害者に対する意識が変化した。したがってインパクトは高いと判断できる。 
 

４－４－１ 上位目標達成の見込み 
地雷被災者を中心とする障害者への総合リハビリテーションが CONPES に含まれる見込み

である。詳細は３－５を参照。 
 

４－４－２ 上位目標とプロジェクト目標との関係 
本プロジェクトの PDM 第 1 版では、上位目標が「地雷被災者を中心とした障害者の治療を

保障する障害者のための国家総合リハビリテーションシステムができている」であった。この

国家総合リハビリテーションシステムの確立のためには、法律や政策の策定に影響を及ぼす

CONPES の障害者政策に、地雷被災者を含む障害者の総合リハビリテーションとそれを実現す

る具体的事項を記載する必要があると、運営指導調査37と第 2 回の JCC で確認された。そのた

め、PDM 第 2 版では、プロジェクト目標の内容から一見かい離する上位目標の設定となってい

る。一般的な論理的関係性からはつながらないが、関係者の意図は明示されていなくても、

CONPES に総合リハビリテーションが明記されれば、全国で総合リハビリテーションの普及展

開が可能となるという目的が、聞き取り調査で確認できた。 
 

４－４－３ 上位目標以外の波及効果 
（1）活動範囲の拡大 

① バジェ大学病院における視覚障害リハビリテーションの新設 
バジェ大学病院は、CRAC とバジェ県視聴覚 INCS の協力のもと、2010 年 7 月に視覚

障害リハビリテーションを新たに開設した。開設準備や実施においては、平成 21 年度

の本邦研修生が中心的役割を果たした。 
 

② フンダシオン・イデアルによる国際研修 
フンダシオン・イデアルは、プロジェクトで学んだ ADL 評価を鍵とするチームリハ

ビリテーションの概念に根ざした「イデアル・総合リハビリテーションモデル」を取り

まとめ、2011 年 6 月に国内外の専門職人材を対象に独自の研修を行った。この研修は今

後も 2 年ごとに実施される予定。 
 

（2）連携の拡大 
① アンティオキア県における視覚障害リハビリテーションプロジェクトの連携 

サン･ビセンテ財団大学病院において、視覚障害者の社会参加のためのアドバイザー

として 2011 年 11 月より CRAC の費用で視覚障害のあるソーシャルワーカーが置かれる

ことになった 。さらに、就労を希望する視覚障害者はその能力評価をエル・コミテ・

デ・リハビリタシオンで受けるという連携体制が確立された。  

                                                        
37 2010 年 6 月の運営指導調査。 
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（3）普及地域の拡大 
アンティオキア県では、県保健局が資金を負担し、成果 3 の普及地域をプロジェクト対

象地域外にも広め、南西地方の 24 地域にも研修を実施した。同様に、バジェ県でも県保

健局の予算で、バジェ県における成果 4 の普及地域を拡大して 16 地域を加えた。 
 

（4）教材やツールの増刷 
成果 3 や成果 4 に関して作成された教材が良好な評価を受けたため、具体的なツールや

テキストを活用して他地域への普及活動を拡大する計画を立て、保健社会保障省や

PAICMA、アンティオキア県保健局の予算により増刷された。 
 

（5）障害当事者の関与の促進 
NGO の 2 機関が中心となり、成果 3 に関連する研修参加者や研修講師に障害当事者の参

加を求めてきた。両県を併せると研修受講生の全体の約 1 割が障害当事者である。視覚、

聴覚、肢体不自由関連の障害当事者などが参加した。2 つの NGO は、本プロジェクトの第

三国でのセミナーや本邦研修で学んだ障害当事者の自立生活について普及活動を行った。

それによって、障害当事者が、権利と義務の普及活動に参加し、所属する行政の障害委員

会へ障害に関する働きかけをして、障害者政策への提言を行うようになった。 
 

（6）人々の障害への意識の変化 
成果 3 と成果 4 の地域レベルの活動にかかわった普及員の報告によれば、地雷被災者の

みならず、障害と障害者に対する人々の意識も変化した38。 
 

（7）その他 
地域の人々は、戸籍の登録を怠っていると地雷被災者として認定されないケースを学び、

積極的に戸籍登録をするようになったとされる。また、地方行政の出先機関において、複

数の箇所においてスロープが作られた39。 
 
４－５ 持続性：やや高い 

４－５－１ 政策面 
中央の C/P の 2 機関が上位政策の策定作業に引き続き参加し、今後、地雷被災者を中心とし

た総合リハビリテーションの政策を詳細に文書化し、必要とされる法律や施行細則などを作れ

ば、活動が継続されるようになる可能性は高い。すでに被災者法が施行されたことは、地雷被

災者を中心とした障害者のための総合リハビリテーションを促進する根拠ともなっている。特

に、中央で具体的に政策化が進めば、これを受けて県や市などの地方レベルにおいても同様に

地雷被災者を中心とした障害者のための総合リハビリテーションが、地域の開発計画や障害者

政策に盛り込まれやすくなる。県や市レベルの障害者政策強化への働きかけは、本プロジェク

トの諸活動により、行政関係者、市民、障害関連団体が中心となって行われており、政策面で

                                                        
38 障害児をもつ家族は、障害に対して恥の意識をもっていたが、啓発活動が進むにつれて、地域住民の障害に対する考えが変

わり、救いとなった事例などがある(フンダシオン・イデアルの関係者による情報)。 
39 フンダシオン・イデアルによる情報。 
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の持続性は高い。 
 

４－５－２ 制度・組織面 
各機関の制度や組織は機能しており、役割に応じた実施能力は高い。したがって、活動を実

施する際には、組織の代表者や理事会レベルの理解と承認を得ることによって、活動を組織的

に継続することが期待できる。今後の活動の拡充やこれからの関連する活動については、現実

的に実現可能な計画を実施するために、まず実施体制などを具体的に明確にし、組織として持

続可能な制度を構築しなければならない。 
 

４－５－３ 財政面 
プロジェクト期間中、各 C/P 機関は必要な予算を計上し費用を負担してきており、プロジェ

クトで強化してきた活動の継続には将来的にも問題はない。 
他方、財政的持続性に影響する外部要因として、リハビリテーション医療の活動の中には保

険が適用されないものがあり、その際には病院が費用を一部援助している。将来的には、保険

制度が現在不適用の項目にも適用されることが望ましい。 
 

４－５－４ 技術面 
コロンビアの医療知識・技術の水準は中進国として一定のレベルに達しているが、患者の

ADL の能力回復を目的にして、医療技術をどのように活かすという視点が欠けていた。 
プロジェクト開始以前から、対象 4 機関の技術レベルは、各機関の規模や属性によって異な

っていた。チームリハビリテーションや ADL 評価表についても、活用の度合いは異なる。専

門職の理解がある程度のレベルに達している機関では、その有効性については明確である。一

部の機関では、ADL 評価表の最終版を電子化し、診療効果に対して目標値を定めるなど自律的

に病院の管理システムとして導入しているが、そこまでに至っていない機関もある。また、チ

ームリハビリテーションが機能しており、診療の在り方が変わり、患者の意思を尊重し、リハ

ビリテーションの診療の内容の説明を行い、過程の説明と同時に患者や患者の家族の求めるゴ

ールを意識した診療を進めている機関もある。しかし、機関によっては ADL 評価表が記入さ

れているものの、具体的にまだ活用されていない機関もある。医療における持続性を高めるた

めに、ADL 評価表を含む患者診療録のデータベース化が有効である。診療録データベースを

活用した臨床研究を活発に行うことにより、医療技術の向上が図られ、医療スタッフの能力開

発が持続的に行われることが期待される。 
医療施設受診前処置に関する知識についても、普及者が伝達する際に、確かな技術が普及さ

れるよう技術アドバイザーが適宜技術的な確認をする必要があると思われる。 
今回、選定医療機関として普及を行った機関には、技術的にも経験豊富な専門家のアドバイ

スが必要とされるところも少なくない。 
 
４－６ 効果発現に貢献した要因 

４－６－１ 計画内容に関すること 
（1）適切な運営指導による PDM 改訂 

PDM 第 1 版の成果と活動が広範囲に及び、関係機関も多かったことから、成果と活動、
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プロジェクト目標、上位目標を適切に絞り込み、4 年間で達成することができる内容とな

った。指標も具体的になり、焦点が絞れるようになったことは、各機関の役割や責任も明

確になり、効果発現に大きく寄与した。 
 

（2）先行した草の根･人間の安全保障無償資金協力 
「対人地雷被害者、紛争被害者のためのカリ市リハビリテーションセンター整備計画」

（総額約 7,000 万円）が、2006 年にバジェ大学病院に対して行われ、「対人地雷被害者を

含む紛争被害者のための医療機材整備計画」（総額 3,200 万円）が、2009 年にサン・ビン

センテ財団大学病院で実施されたことは、両医療施設がプロジェクトに関与するきっかけ

になった。 
 

４－６－２ 実施プロセスに関すること 
（1）適切な技術指導と指導内容に適合した本邦研修の実施 

活動計画に合わせた専門家による技術指導と必要とされる指導内容が盛り込まれた本

邦研修が実施されたことは、効果発現に寄与した。特に、派遣される長期専門家や短期専

門家の所属先である国立リハビリテーションの協力により、本プロジェクトの内容に合わ

せた総合リハビリテーション、チームリハビリテーション、ADL 評価、視覚障害リハビリ

テーション、切断リハビリテーションなどの研修コースが設けられたことは、参加した研

修生にとっても帰国後にすべき活動を具体的に学ぶよい機会だった。 
 

（2）それぞれの C/P 機関の属性を活用 
C/P 機関によって、それぞれ専門的知識や能力が異なっている。公立病院には、総合的

に地域における優れた医療のモデルとしての普及に対する意識が高く、積極的なコミット

メントがある。私立病院には、優れたものはすぐに取り入れ、目標値を定めて迅速に制度

化するよい面があり、研修で得た知識をウェブサイトの利用などで、多数のリハビリテー

ション機関や専門職人材に普及させるシステムを考えるなど、最小の投入時間で最大の効

果を得られるように努力する側面もある。NGO は、権利・義務などの啓発活動や地域レベ

ルでの医療施設受診前応急処置の普及などに、地域でのネットワークを活用して意欲的に

取り組んで成果を得てきた。 
 

（3）カスケード方式研修の採用 
成果 1、3、4 では、カスケード方式研修が採用された。他者に教えることを前提に学習

すること自体、高い意欲をもたらし学習効果も高まる。実際、1 回の研修で学び、それを

十分に他者に伝えることができるかどうかは、その研修受講生のこれまでの経験や能力に

大きく左右されるが、カスケード方式により研修受講生に普及の動機を高く持たせ普及効

果を拡大した。 
 

（4）ローカルリソースの活用 
成果 4 の活動において、C/P 機関である各バジェ県とアンティオキア県の保健局が地雷

の状況や予防、被災の際の応急措置について、専門性の高い機関（バジェ県においては医
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療施設受診前の応急処置や地雷関連の研修に関する専門性を有する民間企業 CRUE、アン

ティオキア県においても同様の専門性を有するアンティオキア大学）に委託する形で、地

域レベルでの主要な関係者に対して研修を実施したことは、成果 4 にかかわる活動の推進

を円滑化した。 
 
４－７ 問題点及び問題を惹起した要因 

４－７－１ 計画内容に関すること 
（1）C/P 機関の属性の相違 

本プロジェクトの対象地域は 2 県にまたがるうえ、対象医療施設も公立病院、私立病院、

NGO と組織の立場が違うので、プロジェクトとのかかわり方や関与の度合いも異なる。こ

のため、活動の進捗や意思決定のために時間を要することがあった。特に、プロジェクト

の前半では、こうした議論や対立などに効率性の観点から課題があった。 
 

（2）8 機関で統一した成果達成の困難さ 
対象医療施設は、リハビリテーション施設の規模も診療内容も異なり、統一した成果品

の作成は現実的に困難さが伴う場面があった。成果 2 については、統一したガイドの作成

のために時間を要した。結果的に、作成されたガイドをもとに各施設に合わせたガイドを

作成するなどの工夫が講じられた。特に私立病院と公立病院では、見解の相違が見られ、

意思統一が困難であるなどの点が見られた。私立病院は、運営上の機会費用の損失を考え

るため、公立病院のように選定医療施設に対する丁寧な指導が望めない点があった。これ

らは、リハビリテーションガイドの作成や他の医療施設への普及の点でも同様であり、私

立病院の可能な限りの努力を受け入れる必要が生じた。 
 

４－７－２ 実施プロセスに関すること 
プロジェクトの前半においては、8 つの C/P 機関の間のコミュニケーションや情報共有体制

が確立しておらず、円滑な進捗に影響を及ぼした側面も見られたが、後半においては、実施運

営管理体制を強化し、情報共有のシステムを明確にするなどして、前半に見られた課題は克服

された。 
 
４－８ 結論 

コロンビア側と日本側双方の努力により、成果とプロジェクト目標は達成されている。よって

本プロジェクトは予定どおり終了することが適切であると判断する。 
協力内容は、現場のニーズ、コロンビアの障害者政策、地雷被災者関連政策、日本の援助政策

に合致しているため妥当性が高く、プロジェクト目標と成果がほぼ達成されていることから有効

性も高い。本邦研修が効果的に実施されたことや C/P が主体的に活動を行ったことが影響して、

効率性は投入規模と成果の達成度の観点からみても高い。上位目標達成の見込みも高く、プロジ

ェクトの波及効果の発現は、地方レベルの障害者関連政策、地域の人々や障害当事者の意識の変

化に及んでおり、インパクトは大きい。 
プロジェクト実施医療施設が 8 機関に及ぶ中で、このように多くの成果が発現されたのは、コ

ロンビア側のプロジェクトに対する高いコミットメントとオーナーシップによるところが大き
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い。総合リハビリテーションに関する戦略が具体的に政策化され、活動を促進する体制が制度面

と財政面からさらに強化されれば、持続性はより高いものとなることが期待できる。 
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第５章 提言と教訓 
 
５－１ 提言 

（1）総合リハビリテーションを定着させるためには、次の点を考慮することが必要である。 
① 総合リハビリテーションに関連する項目がすべて POS の対象に含まれること。 
② 総合リハビリテーションモデルを全国的に導入すること。 
③ 総合リハビリテーションの目的達成のためには、サービス提供の細分化がなされないよ

うにすること。実際のサービス提供が分かれず、1 つの医療施設内で総合的にリハビリ

テーションサービスを提供できるような社会保険制度が確立されるように、継続的に政

府に働きかけていくこと。 
（2）対象 4 医療施設におけるリハビリテーションサービスに係るデータベース化の推進、エビ

デンスの蓄積、研究活動と実践の体系化が必要とされる。導入した ADL 評価表の臨床応

用などの総合リハビリテーションの実践を通して、診療データを蓄積することは、総合リ

ハビリテーションの質を高める。またその蓄積されたデータに基づいてエビデンス（実証

された結果または実証的根拠）を明らかにし、学会等に発表することによってさらに機能

リハビリテーション、チームアプローチの定着、普及が図られる。 
（3）教育機関におけるリハビリテーション専門職育成のカリキュラムの中に、総合リハビリテ

ーションの理念を組み込むこと。 
（4）子どものリハビリテーションにおける ADL 評価表を導入した機能リハビリテーション技

術の更なる獲得が望まれる。地雷の被災者は子どもも含まれるが、今回のプロジェクトで

は子どものリハビリテーションについては、スコープに入っていなかった。子どものリハ

ビリテーションは大人と異なり、発達を視野に入れて行わなければならない。したがって

今後、今回のプロジェクトを補う意味で、子どもの ADL 評価表を導入したリハビリテー

ション技術を更に獲得する必要がある。 
（5）関係各機関の連携強化 

① 障害者の権利と義務、地雷被災時の応急処置を含む総合リハビリテーションを確立し推

進するためには、本プロジェクトで関係してきた各機関の相互補完を中心とした連携が

重要となる。 
② PAICMA、社会保障省のみならず、労働省、教育省など省庁並びにコロンビア福祉家族

機構（Instituto Colombiano de Bienestar Familiar：ICBF）、国家職業訓練庁（Servicio Nacional 
de Aprendisaje：SENA）を含むその他関連する機関との情報共有や連携が必要とされる。 

③ 今後更に、関係機関におけるネットワークが強化され、政策レベルから実務レベルにお

ける連携、円滑な情報の共有等が望まれる。 
関連機関が参加する「障害者の権利と義務、地雷被災時の応急処置を含む総合リハビ

リテーション」に関するプラットホームが検討され、設置されると非常に効果的であろ

う。 
（6）本プロジェクトの成果に関するモニタリングの継続と強化 

本プロジェクトにおいては、機能リハビリテーションにかかわる ADL やチームリハビリ

テーション、障害者の権利と義務の周知などがなされ、具体的な成果が多数確認されている

（例えば、プロジェクトで実施された研修の知識を活かして、地雷被災者の応急措置が適切
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になされたことなど）。研修等の活動をよりよいものとするため、関係機関によるモニタリ

ング体制が今後とも継続され、強化されることが必要である。特に、コミュニティにおける

成果３及び４に関する効果を確認しておくことは重要である。 
（7）CONPES への成果反映 

国家障害政策にかかわる次期 CONPES には、地雷被災者を含む障害者に対する総合リハビ

リテーションに関する記述を盛り込むことが望まれる。 
 
５－２ 教訓 

（1）オーナーシップの醸成 
8 機関という多数にわたる C/P 機関を有するプロジェクトであるにもかかわらず、成果や

プロジェクト目標はほぼ達成され、十分な成果が発現した。これは C/P 機関の高いオーナー

シップがあったからこそ実現したものであり、したがって類似プロジェクトの実施において

も、C/P 機関のオーナーシップの醸成が重要なポイントとなるであろう。 
オーナーシップの醸成のためには、実践者を牽引するというよりも、その自主性を引き出

し、問題があると思われるときにはその原因、背景を実践する側とともに考え解決するとい

うことが、実践者の主体性を尊重し、オーナーシップを引き出すうえで重要であった。 
（2）実施体制と運営 

本プロジェクトは活動分野や地域が多岐に渡り、C/P 数も多いため、連絡調整や意思決定

に困難を伴うことがあった。類似プロジェクトにおいては活動進捗の円滑化のため、プロジ

ェクト初期における、意思決定システム、情報共有連絡システム、情報文書管理システム等

プロジェクト運営管理体制の確立と強化が望まれる。また、コミュニケーションが困難な状

況にあるからこそ、メールや電話にたよらない直接的な対話が重要であり、労を押してでも

定期的な会議の開催が不可欠である。加えて、意思決定の経緯に関しては議事録等文書とし

て残し随時共有することが後の見解の相違を防ぐ最善策である。 
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第６章 団員所感 
 
６－１ 岩谷 力（担当分野：総合リハビリテーション） 

目標に掲げた「総合リハビリテーション」の理念には、地雷被災者を中心とする障害者の「リ

ハビリテーション」が、医療の質の向上のみで達成されるものではなく、障害の原因となる損傷、

疾病（傷害）の発生予防、傷害の初期治療、二次障害予防、傷害の治療、機能回復・再建、社会

生活能力の修得のためのリハビリテーション、さらに社会生活支援を視野に入れた、保健･医療・

福祉の総合的な働きかけにより達成されるということが含意されていた。この理念は、リハビリ

テーション医療において、専門職が患者･クライエントの ADL 遂行能力を高めるという治療目標

を理解し、各専門職が各々の専門性を発揮することによりチームとして目標達成を図ることによ

り、着実に浸透したと考える。リハビリテーション医療の質を高めるために、リハビリテーショ

ン医療に到達する前の状況の改善のために成果 4 が､リハビリテーション医療の成果を活かし社

会で生活するために成果 3 が目標に掲げられた。このプロジェクトは C/P 機関が多く、それぞれ

の機関が異なった特性を持っており、目標達成の手段、道筋、利用可能な資源などについて統一

が困難であったが、それぞれの機関が理念の達成のためにそれぞれの特性を活かし、それぞれの

領域において、役割を果たすべく取り組みをしたことが成果の達成度を高めた大きな要因であっ

たと考える。これは、政府、地方行政、医療、福祉 NGO と総合リハビリテーションの理念を共

有できる機関がそれぞれの役割を理解して、協働した結果であり、コロンビアの関係各位に深く

敬意を表するものである。プロジェクトの初期段階からかかわった一員として、コロンビア、日

本のすべての関係者に感謝するものである。 
プロジェクト実施期間中、成果実現のための手段が定まらずに進捗が遅れたが、関係機関間の

協議、本邦研修、セミナーなどによるプロジェクト実施基盤整備に時間をかけたことにより、人

材投入、教材開発、地域プロモーターの参加などの活動時期が適切なものとなり、成果がほぼ達

成でき、波及効果も現れたと言えよう。 
このプロジェクトは、理念と目標を共有することにより成果が達成されたものと考える。理念

を共有できても、目標は個別機関の事情により異なることがあり得る。今回の成果の達成は、そ

れぞれの機関がそれぞれの事情のもとで、それぞれの目標を設定し達成に努力した結果の集大成

と言えよう。 
今後、プロジェクト成果の持続性は、総合リハビリテーションの理念の達成のために、それぞ

れの機関がどのような具体的な活動を企画するかにかかっているであろう。それぞれの機関が、

それぞれの発展を図る活動に総合リハビリテーションの理念を組み込んでいくことが、コロンビ

アの障害者福祉、ひいては国家の発展に寄与することを信じることではなかろうか。 
 
６－２ 飛松 好子（担当分野：チームリハビリテーション） 

本邦研修の受け入れ機関である国立障害者リハビリテーションセンターの一員として、研修の

受け入れとその企画に関与した。どの参加者も大変積極的で、意欲的であり、予定にない質疑応

答の時間を設けたり、急遽講義を企画したりと、他の国の研修者にはない積極性を感じた。また、

知識を得ることはもとより、討論をすることから、得られた知識の理解を深め、また自国の抱え

る現状に即した利用の仕方を考えていることがうかがえた。 
短期専門家としての訪問は 2011 年 2－3 月、2012 年 2－3 月、加えて今回の評価の合計 3 回で
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ある。過去の訪問においては、本邦研修経験者のチームリハビリテーション、ADL 自立、機能回

復をめざしたリハビリテーションに対する理解は十分と考えられたが、必ずしも現場に十分浸透

しているとはいえない状況も感じ取れたので、求めに応じて講義を行った。その目的は、現場に

対し、医学的リハビリテーションの理解、チームリハビリテーションの目的と必要性、ADL 自立

のためにセラピストが具体的にすることなど、プロジェクトの推進者がしようとしていることを

現場に理解させ、そのことによって、プロジェクト推進者が、活動をしやすくなるように援助を

することであった。また、一部施設における物理療法とリハビリテーション医療との混同、それ

によって生じたプロジェクト進捗の遅れの是正など概念に対する理解の不足を補うということ

も行った。 
その結果、このたびの評価訪問では、ガイドラインの完成、ADL 評価表の完成とその現場への

導入、チーム医療の導入などが実践され、プロジェクトの目標が達成されていた。また、このよ

うな考え（患者の生活に根ざした医療サービスの提供、チーム医療、障害者の自立に向けた医療

の提供）が所属機関全体の目標、方針として設定されていたり、大学機関として学生教育を通じ

てその普及が図られていたりと、現場の活動が大きく発展し、その影響力を強めていたことがう

かがわれ、本プロジェクトのインパクトが大きいことが感じ取れた。 
1 つ悔やまれることは、2011 年の本邦研修が中止になったことである。中止の原因は東日本大

震災であり、やむを得ないものであった。その研修で目標としたかったことは、現場に ADL 評

価表を使ったチームリハビリテーションの実際を学んでもらうことであった。そのことによって

単にリハビリテーション進捗状況のモニタリングとしての ADL 評価表ではなく、その活用がチ

ーム医療に必須であり、障害者の自立に向けてどのようなリハビリテーションを行っていくかの

キーとなるということを知り、コロンビアの状況に応じた実践を行ってほしいという考えから出

たものであった。 
プロジェクト目標の完成度、進捗度は機関によって少し差があり、完成して間もないような機

関においては、今後の発展、継続に現場の ADL 評価表の活用、チーム医療の実践がかかってお

り、プロジェクトとしては震災の影響ということでやむを得ない状況ではあるが、何らかのフォ

ローアップが望まれると思われた。 
また、訪問のたびに問われたのは子供のリハビリテーションに関してであった。コロンビア側

は子供の ADL 評価表に関しても自主的に作成に着手しており、それについてもアドバイスを行

ったが、子供のリハビリテーションの基本的考え（発達の指標の導入と発達に即したセラピー、

ADL 評価など）を伝え、またその実践について学ぶということは行えていない。このプロジェク

トの発展として、コロンビア側が自主的に着手していることを援助することは、このプロジェク

トの目標にも合致したことであり、また発展、継続性にもかかわることなので、何らかの関与が

必要と思われた。 
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